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Abstract 

This research project aims to (1) investigate the current condition of anxiety over radiation effects on 

health among residents who evacuated from the restricted areas, as well as general populations in 

Fukushima and other prefectures, and (2) develop, evaluate the effectiveness of, and disseminate new 

interventions to their anxiety based on theater program and behavioral activation, and others. As research 

in 2012/2013, we newly developed a seven-item scale of anxiety over radiation effects on health among 

residents, and by using the scale, reported that depression and anxiety and radiation-related anxiety were 

more prevalent among younger generations aged 20-39 years old among community residents of the 

Fukushima city. It was also found that the association between radiation-related anxiety and 

depression/anxiety was almost explained by decreased daily activities and physical symptoms. Collecting 

information from public health nurses in cities/municipalities in Fukushima and international experts 

successfully led to general ideas on three programs to improve radiation-related anxiety: a 

lecture-and-discussion program for evacuated residents, a lecture plus theater program for pubic health 

nurses or mothers with young children; and a behavioral activation program for community residents in 

Fukushima prefecture. 
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保健師による実際的な放射線防護文化のモデル開発・普及と検証： 

放射線防護専門家との協働によるアクションリサーチ 

 

主任研究者 麻原きよみ（聖路加看護大学・教授） 

 

研究要旨 

目的：原発災害の影響下にある住民の被曝に対する不安やストレスの軽減と質の高い生活のため

に、住民に実際的な「放射線防護文化」を形成するための実践モデルを明らかにすることを目的

とした。 

研究方法：原発災害状況にリアルタイムに対応できる実際的実践を明らかにするために、人口 33

万人の低線量の放射線影響下の自治体保健師と放射線防護専門家、および公衆衛生看護研究者が

協働して行うアクションリサーチを用いた。 

結果：(1)会議、e-mail 等を通して協働体制づくりを行った。(2) 住民の生活実態と保健師の直

面する問題およびニーズについて、保健師への質問紙調査およびグループインタビューを行った。

分析の結果、住民生活は不安が継続していること、放射線に関する正確な知識がないこと、多様

な報道に振り回されていることなどが明らかとなった。また、放射線への不安から活動量が減少

するなど住民が健康行動をとれなくなっていること、地域の関係性が希薄になったなどの問題が

挙げられた。保健師の問題として、放射線に関する知識が不足しており、住民に十分な対応がで

きないこと、住民のはけ口になることもあることからストレスと疲労が蓄積していることが挙げ

られた。(3)放射線教育とグループワークを 2回実施した。その結果、保健師は放射線に関する基

本的知識を理解し、自信を持って活動することへの動機づけとなった。保健師への放射線教育に

おいては、住民支援に役立つ内容について数値で示してその意味を伝えること、住民が困難を感

じている最新の話題について対応策を具体的に示すことが重要であることが明らかとなった。ま

た、保健師が互いの思いと問題を共有することで不安の軽減となり、果たすべき役割を考えるこ

とができるようになった。(4)先進地であるベラルーシを訪問し、放射線防護文化形成のための具

体的な実践方法に関する情報を得た。 

結論：確実な知識を提供することで、保健師は自信を持って本来の役割と活動（基本的な健康生

活支援）を再認識し、実施することができることを確認した。今後は、協働者として住民代表を

加え、具体的実践方法を明らかにするとともに、メンタルヘルスの専門家や研究プロジェクトと

協働し、保健師の心理的負担軽減のための方法を明らかにしていく必要がある。  

 

キーワード: 原発事故、保健師、放射線防護文化、アクションリサーチ 

 

研究協力者 
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松成裕子（鹿児島大学医学部保健学科・教授） 

研究参加者 
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小林真朝（聖路加看護大学・助教） 

小野若菜子（聖路加看護大学・助教） 

三森寧子（聖路加看護大学・助教） 

 

Ⅰ 研究目的 

福島原発災害の影響下にある住民の被曝に対する不安やストレスは大きい。チェルノブイリ原

発事故では被曝ストレス症候群が広がり、多くの人々の自立生活が阻害された教訓から国際放射

線防護委員会１は、原発災害後の長期汚染地域住民の防護において、「公衆の健康と教育を担う専

門職による国民的な放射線防護文化の普及が災害復旧の鍵」としている。「放射線防護文化」の形

成のためには、情報提供や相談体制の整備など画一的対応だけでは不十分であり、必要なのは地

域特性と人々の生活、刻々と変化する原発災害状況にリアルタイムに対応でき、住民の価値観を

変えることのできる実際的実践であり、その具体的方法論の明確化である。 

看護職、特に保健師の活動（公衆衛生看護）は「集団・地域の生活者全体の健康増進をめざし」

2,3、対話による個別教育など個別支援から地域組織を活用した知識普及、施策化など集団支援ま

で同時に行う活動である。保健所は健康危機管理の拠点であり、東日本大震災においても自治体

の保健師は初動期から復興期まで最前線で住民支援を行った 4。このような「公衆の健康と教育を担う

専門職」である保健師は、自治体の地域特性と住民の生活を熟知し、住民の健康意識と生活習慣を

変える、すなわち健康文化形成のための具体的実践方法論を有していると考えられる。 

そこで、本研究は原発災害の影響下にある住民の被曝に対する不安やストレスの軽減と質の高

い生活のために、住民に実際的な「放射線防護文化」を形成するための実践モデルを明らかにす

ることを目的とする。それは刻々と変化する現実生活にリアルタイムで対応することを通して行

われるものである。そこで、本研究は自治体保健師と公衆衛生看護研究者および放射線防護専門

家が、それぞれの専門性を共有しながら問題の明確化、計画立案、実践、評価、普及・フィード

バックのすべてのプロセスを協働で行うアクションリサーチを方法論として用いることとする。

このことで、環境行政における除染等のハード面の課題解決でだけではなく、心理・社会面の課

題解決に寄与すると考える。 

本研究では、「放射線防護文化」を「住民が放射線は健康に関する環境のリスク要因の一つで

あると捉え、他のリスク要因と同様に日常生活に放射線防護を取り入れ、トータルな健康増進を

めざそうとする住民の価値観でありライフスタイルである」と定義する。 

 

Ⅱ 研究方法 

１ 研究対象のフィールド 

研究フィールドは、福島県いわき市である。いわき市は、浜通り南部に位置する人口約 33 万人

（2013.1.1 現在）の福島県内最大の人口と面積をもつ中核市である。災害による被害としては、

死亡者数 441 名、建物は全壊 7,909 棟、市外に避難している市民は 3,454 世帯, 7,577 名、市内へ

避難している市民は 23,811 名である。現在、放射線量レベルは 16 地区地表から 1m,1 時間あた

り週平均 0.09-0.22μSvと報告されている。 

いわき市保健所のホールには放射線健康管理センターができており、線量計の貸し出しや内部

被ばく測定用のホールボディーカウンターがあり、すでに 5000 人のデータを公表しているが、

年間 1ｍSv を超えた人はいないとのことであった。その他 Ge 検出器（ゲルマニウム検出器、セ
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シウムのガンマ線を測る、その過程で液体窒素を使用するため高額）が２台あり、家庭菜園の者

や水、学校給食、人々が持ち込む者などの放射能検査体制が整えられていた。 

２ 研究方法 

本研究の用いるアクションリサーチ５は、①現実問題を実際に解決する②研究者と当事者が協

働する。直面する問題に対して、それぞれの専門性を生かし相互作用、試行錯誤しながらその時

その場でもっともよい対応を見出し実践するという特徴がある。したがって、問題が生じている

現場に応じたアップデートな解決方法を明らかにでき、さらに類似した状況下において適用でき

る方法論を見出すことが可能であると考えた。 

本研究では、まず自治体および保健師と研究者の協働体制づくりを行った。次いで、住民の生

活実態と保健師の直面する問題およびニーズについて、保健師への質問紙調査およびグループイ

ンタビューを行い、内容分析を行った。その結果に基づいて、保健師に対する放射線教育とグル

ープワークを２回行い、評価を行った。一方で、原発事故後の対応に関する先進地から、放射線

防護文化形成のための具体的な実践方法に関する情報を得た。 

３ 倫理面への配慮 

本研究は、疫学および臨床研究におけるガイドラインを適用した。質問紙調査に関しては、調

査協力は自由意思によるものであり、回答をもって研究に同意が得られたものとした。資料の閲

覧に関しては、許可された範囲のみとし、実施に当たっては、責任者および対象者に十分な説明

を行い、同意のもとに実施した。また、研究への参加は随時撤回できるものとした。データに含

まれる個人情報はコード化し、収集した調査データの保管は鍵のかかる場所に厳重に保管した。

なお、研究の実施に当たっては、研究者の所属機関の倫理審査委員会の承認を得て行った。 

 

Ⅲ 研究結果 

１ 協働体制づくり 

１）研究班会議の実施  

今年度、3 回の研究班会議を実施した（日程：2012 年 11 月 26 日（月）、2013 年 1 月 9 日（水）、

2 月 18 日（月），場所：聖路加看護大学）。研究班会議では、研究の方針、方法および実施方法に

関する検討を行なった。さらに、住民の暮らしや意識の変化、保健師・看護師として直面する問

題等について、実施したアンケートやグループワークの内容を分析した。 研究班メンバーは、所

属機関が異なるため、メール上においても、随時、研究活動の進捗状況を共有し、ディスカッシ

ョンを行った。 

２）いわき市保健所と保健師、研究者間での会議の実施 

いわき市保健所と保健師、研究者間での会議を 2 回実施し、協働体制づくり、協働研究のため

の具体的検討を行なった（日程：2012 年 12 月 11 日（火）、2013 年 1 月 20 日（日），場所：い

わき市総合保健福祉センター）。本研究担当の市保健師とは、随時、メール会議を行ない、具体的

な実施に関する話し合いをすすめた。  

 

２ 実態およびニーズ調査  

保健師・看護師を対象とした２回の放射線教育の研修会開催の際に、研修会参加者に対して、

住民の暮らしや意識の変化、保健師・看護師として直面する問題、一住民としての意識について、

自由記載による質問紙調査を実施した。事前アンケートの回収は、１回目参加者 25 名, 2 回目参
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加者 19 名であり、内容分析の結果は表１のとおりである。住民生活は不安が継続していること、

放射線に関する正確な知識がないこと、多様な報道に振り回されていることなどが明らかとなっ

た。また、放射線への不安から活動量が減少するなど住民が健康行動をとれなくなっていること、

地域の関係性が希薄になったなどの問題が挙げられた。保健師の問題として、放射線に関する知

識が不足しており、住民に十分な対応ができないこと、住民のはけ口になることもあることから

ストレスと疲労が蓄積していることが挙げられた。 

 

表１．事前アンケートの内容  

カテゴリー 内容 

１．住民の暮らしや意識の変化  

  【放射線に対する不安が継続している】 ・不安から受診したり、うつになる人もいる。 

・子どもの外遊び、食材選定、洗濯干しなど不安で制限している母

親もいる。 

・災害の記憶が消えていない（ゴミの山から）。 

  【あきらめの気持ちがある】 ・あきらめのような意識がある。 

・暮らしの変化はどうしようもないとあきらめている。 

  【被害者としての気持ちがある】 ・被害者としての思いが消えない 

  【放射線への不安の軽減し、もとの生活に戻りつつあ

る】 

・時間の経過と共に落ち着いてきた（低線量のため）。 

・会話が増え表情も明るく思いやり見られるようになった。 

・母親の子どもを外で遊ばせることへの不安が軽減した。 

  【放射線に対する不安の程度に関する二極化がある】 ・放射線を心配する住民としない人、安心と不安の二極化がみら

れるようになった。 

  【コミュニティの変化】 ・コミュニティのつながりがうすれてきた。 

・人とのつながりが変わってきている。 

・様々な立場の人が混在し、ピリピリした感じを受ける。 

  【住民の生活の変化】 ・庭や畑仕事をなくし高齢者の活動性が低下している。 

・経済や精神的問題が継続している人もいる。 

  【放射線の問題がタブー視されるようになった】 ・放射線はタブー視される話題になりつつある。 

  【補償があるなしで生活と意識が異なる】 ・東電からの補償のあるなしで意識が異なる。 

・原発による補償金有と無とで生活の差がある。 

２．保健師/看護師としてとらえる問題  

 １）住民について  

  【放射線による住民の生活の変化による将来への影響

が心配である】 

・子どもの外遊び減尐による悪影響が生じる。 

・子どもの体力や社会性の低下への心配。 

・今後、内部被ばくの影響が生じてくる。 

  【健康問題の原因は放射線と考えてしまうのではない

かという心配がある】 

・住民が今後の健康問題を放射線が原因と捉えてしまうのではな

いか。 

  【放射線が大丈夫という雰囲気の中で不安を表出でき ・大丈夫という周囲の雰囲気の中で不安を表出できない人がい
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ない人がいる】 る。・苦労や悩みを周囲に打ち明けられない状況がある。 

  【住民によって放射線の怖さのとらえ方が異なる】 ・原発からの距離、子どもの有無、年齢によって個人の考え方で放

射線への怖さのとらえ方が異なる。 

  【住民が正確な情報をわからない】 ・正確な知識・情報がどこにあるかわからない人が多い。 

・正しい情報がないことが（住民の）不安を招いている。 

  【社会的弱者が心配であり、支援が必要である】 ・結核患者の避難生活者が増加している。 

・公の場に出てこられない精神障害者が心配。 

・高齢者は積極的介入がされていない。 

 ２）保健師・看護師自身について  

  【保健師/看護師の放射線に関する知識不足とその不

安がある】 

・情報不足、知識不足から、確信を持って市民に説明できない。 

・多様な情報がありどの情報を信じていいかわからない（乳幼児の

母親への外遊び、内部被ばくなど専門家による情報の違い）。 

  【保健師/看護師としてどのように支援したらよいかわ

からない】 

・大丈夫という周囲の雰囲気の中で不安を表出できない人がい

る。その人たちへのケアはどのようにすべきか。 

  【専門職として支援できないジレンマがある】 ・不安を持ちながら住民に対し活動して良いのか。 

・避難者を心の底から労われないジレンマと戦っている。 

  【保健師/看護師が住民からのはけ口にされ疲弊して

いる】 

・行政は不満ばかりぶつけられ疲れて意欲がでない。 

・政府や行政への不信が強く、その思いを向けられる。 

  【保健師としてコミュニティ（住民間の関係性）をつくらな

ければならない】 

・仮設住宅住民と地元住民との関係性をつくる必要がある。 

３．一住民としての率直な気持ち  

  【放射線に関する正しい情報を得たい】 ・正しい知識、防護の知識、生活に密着した情報を得たい。 

  【今の判断と将来への不安がある】 ・将来への不安（発がん性遺伝子の傷、次世代、こどもの身体面

の心配、ここで暮らしてよいか）。 

  【放射線や今の生活に不安やストレスがある】 ・放射線被ばくに関する不安。 

・健康影響について気にするほどストレスが溜まる 

  【地震、原発が再び起こることが怖い】 ・地震、原発が再び起こることが怖い。 

  【偏見を感じる、子どもへの偏見が心配である】 ・他県からの偏見がある。 

・福島の住民や子どもへの偏見が心配。 

  【あきらめの気持ちがある】 ・諦めと仕方ないという気持ちが交錯している。 

・ここで暮らすしかないやむを得ない状況。 

  【この状況から逃れたい】 ・このピリピリした空気から逃れたい。 

・市外に出ると気持ちが解放されて楽になる。 

  【早く問題が解決しもとの地域に戻ってほしい】 ・いわき市はいわき市民のものであって欲しい。 

・安心して生活できる地域に早く戻ってほしい。 

  【次世代に伝えていきたい】 ・生きて次世代に伝えていきたい。 

・不安を風化してはいけない。 
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３．保健師を対象とした教育研修 

保健師と住民のニーズ把握と正しい放射線に関する知識普及のために、いわき市の看護職を対

象とした教育研修を 2 回実施した。教育研修は、①放射線防護専門家による放射線教育、②グル

ープワーク、③疑問へのフィードバックで構成した。研修後は質問紙調査による実施評価（ねら

いの適切さ、全体の時間の適切さ、講義のわかりやすさ、資料の適切さ、グループワークの適切

さ、満足度、自由記載）を行った。 

 

１）1 回目研修「復興期の今、看護職として活かす放射線防護の基本」 

 目的：①放射線の基本を学ぶ、②原発事故後に直面する問題を共有する 

日時：2012 年 12 月 11 日（火）13：30～16：00 

会場：いわき市総合保健福祉センター 

参加人数：いわき市内の保健師・看護師・助産師 25 名 

 

【講義（75 分）】 

テーマ：「放射線・放射能とは  

～保健関係者の立場から 1 年 9 カ月を経て 放射線を知って、見て、考える～」 

 内 容：・日常生活における放射線・放射能 

     ・福島原発事故からの放射性物質の状況 

     ・子どもと大人への放射線影響 

     ・霧箱を使った、放射線の可視化実験 

【グループワーク（30 分）】 

テーマ：「今、直面する放射線による健康影響」 

内 容：・講義の感想 

・分からなかったこと、もっと知りたいこと 

・原発事故後、看護職が直面していることの自由な表出 

【疑問へのフィードバック】 

 

（１）1 回目研修のグループワークにおける討議内容（表２） 

 

表２．グループワークにおける討議内容 

【講演の感想】 

  ・数値で示してくれたので納得した。どこまで OKかはっきりし、正しい情報を伝えられると思った 

  ・住民に話していたことに確信が持てた 

  ・自然界に放射線があることがわかった 

  
・当たり前のことがわかっていなかった。正確で科学的な判断で住民の決断を後押しできるような勉強が不足してい

た。看護職として学ぶべきことがあると実感できた 

  ・生活に密着した具体的な例えがあってわかりやすかった 

【わからなかったこと/もっと知りたいこと】 

  ・WBCはいつまで続けるのか、本当にやるべきことは何か 
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  ・山の湧き水は利用可能か 

  ・内部被ばく検査を１８歳以上は受けられないが矛盾を感じる 

【原発事故後、看護職が直面していることの自由な表出】 

  ・住民の苦情を受ける立場であり、不安や怒りのはけ口になってきた 

  ・母親が自分の選択が正しかったのか保健師に回答を求めてくる。母親に泣かれることがある 

  
・住民に安心してもらえるよう頑張ってきた。母親の不安をひしひしと感じながら仕事をこなしてきた。そうするしかなか

った。「大丈夫ですよ」だけでは母親の不安は拭えない 

  ・健診で医師から「大丈夫」「わからない」と言われがっかりして帰っていく母親がいる 

  ・不安が強い住民の意識を変えるのは難しい。どうしたら変えられるのか悩んでいる 

  ・すべてが放射線のせいにされるのではないか心配 

  ・保健師としての自分の対応に自信がない。もっと自信をもって対応したい 

  ・自分の思いをしゃべる場が欲しかった 

  ・放射線について正面から考えることを避けて通っていた自分がいたことに気がついた 

  ・不安な住民に数字で示すことで納得してもらえるかもしれない 

  ・不安が表出できない住民が思いを表出できる場をつくる必要がある 

  ・放射線のことだけでなく、運動不足や野菜不足の改善など、トータルに健康増進について説明していきたい 

  ・放射線防護という考え方を広めていかなければいけない 

 

（２）プロセス評価 

プロセス評価の結果は表３のとおりであり、いずれの項目も高い評価が得られた。 

表３．プロセス評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロセス評価に関する自由記載の内容は表４のとおりであった。 

 

表４．プロセス評価（自由記載） 

【全体の時間について】 

  ・核実験の頃の放射能の量と健康との関係について、もう少しくわしく知りたかった 

  ・時間配分は良いと思うが少しオーバー 

  ・長い。延長 

【講義について】 

  ・具体的にわかりやすく生活に密着した講義でした 

N=23

　ねらいの適切さ

　全体の時間の適切さ

　講義のわかりやすさ

　資料の適切さ

　グループワークの適切さ

　満足度

4.4

4.7

*5段階評定

項　目 平均値*

4.5

4.1

4.8

4.8
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  ・すごくわかりやすかった。すごく安心した。このことを市民に伝えたくなった 

  ・放射線について、わかりやすく説明され、自分自身の安心感にもつながった。今後支援に活かしたい。 

  ・私たち一人一人の様子をみながら必要と思われる講話を選んで頂いたと思います 

【資料について】 

  ・映像でなく手持ち資料に具体的な表示がわかりやすく、とても良い 

  ・母さん達や市民向けにつくられた物もみれたらよかった 

  ・カラーでたくさんの資料ありがとうございました。昔にも被曝のケースがあったと伺い、乗り越える元気を頂きました 

  
・資料がカラーで見やすくてよかった。私たちを大切に思って作ってくれた！という思いやりや、また保健師としてこれ

から住民支援をがんばっていかなければならないという思いを感じた。 

  ・数値や表があり、わかりやすかった 

【グループワークについて】 

  ・いろいろな意見が聞けた 

  ・同じような悩みを持っていることがわかった 

  ・共有できて良かった。不安なことは皆同じでホッとした。このような機会をありがとうございました。 

  ・支援が難しかった。この１年９ヶ月をふり返り、つらさが共感できた。 

  ・保健師として悩んでいることを共有できてよかった 

【満足度について】 

  
・短時間に現状理解と解説をして下さり、ありがとうございました。いわきのために遠くからお越し頂き、お話しを聞いて

メモして下さる姿に感謝しています。 

  ・非常に満足 

  ・もっと早く研修の企画ができたら良かったかと思うが、対市民での講演の企画は必要と思う 

  ・わからない事が具体的になった 

 

（３）次回の研修へのフィードバック 

保健師・看護師は、自身も被災者でありながら支援者としての活動を求められ、一住民とし

ての思いや保健師としての思いを表出する場をこれまで持つことができていなかったことが明

らかとなった。また、保健師・看護師間で体験や思いを共有する機会がなく、手探り状態で住民

に対する支援活動を続けてきていたこと、それによる疲労感やジレンマなどを抱えていることが

分かった。次回の研修に向けた示唆としては、保健師が直面している課題や経験、思いを共有し、

次のステップとして、今後看護職としてどのような活動ができるのか意見を出し合い、検討する

ためにグループワークの時間を長く設定する必要がある。 

 

２）2 回目研修「復興期の今、看護職として活かす放射線防護の基本」 

 目的：①放射線の基本を学ぶ、②今後、看護職として何ができるか考える 

日時：2013 年 1 月 20 日（日）13：00～16：00 

会場：いわき市総合保健福祉センター 

参加人数：いわき市内の保健師・保健関係職員 19 名（うち 9 名は 1 回目も参加） 
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【講義（70 分）】 

テーマ：「いわきで生活する人々と共に、私達が今、看護職としてできること」 

 内 容：・日常生活における放射線・放射能 

     ・福島原発事故からの放射性物質の状況 

     ・子どもと大人への放射線影響 

     ・住民の疑問に答えるために 

【グループワーク（60 分）】 

テーマ：「私達が今看護職としてできること」 

内 容：・講義の自由な感想 

・分からなかったこと、もっと知りたいこと 

・原発事故後、看護職が直面していることの自由な表出 

・今看護職として何ができるか 

【疑問へのフィードバック】 

 

（１）2 回目研修のグループワークにおける討議内容（表５） 

 

表５．グループワークにおける討議内容 

【講義の自由な感想】 

  ・安心して良いんだというところに納得した 

  ・いわき市での生活が心配ないという共通の認識をもてるようになるとよい 

  ・講演の内容をどのように市民に示していけばよいのか 

  ・自分の知識を深めていかなければいけない 

【分からなかったこと、もっと知りたいこと】 

  
・放射線は安全だということを、私たちは言う立場なのかを疑問に思う。責任が取れないし、行政の立場があ

る 

  ・データをどれを選んでどう言ったらいいのか迷う 

【原発事故後、看護職が直面していることの自由な表出】 

  ・方針の変更に戸惑う 

  ・答えを持っていない不甲斐なさを感じる 

  ・かかわり方がわからない 

  ・住民の信用を得られず心を打ち砕かれる 

  ・今までのかかわり方で良いのだと思える 

  ・気持ちを受け止めることが必要だと思う 

  ・講演会は沢山あっても足を運ぶ気にならない 

  ・外遊びの減少と屋内遊びの場の増加がある 

  ・ボディカウンターを配ることでかえって不安を助長している 

  ・安心をどのように伝えれば良いのかが難しい 

  ・家族の分離が生じて、残された人の孤独感が強くなっている 

  ・皆それぞれ家族危機を迎えていて、経済力による格差もある 
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  ・政府や自治体、社会に対する不信とあきらめがある 

  ・放射線だけでなく、長引く不安がある 

  ・数値へのこだわりがある 

  ・専門家の判断基準から住民一人一人の自己判断に委ねられ、それに疲れてしまった 

  ・がんになるって騒いでいても検診受診などの行動にはつながらない 

  ・健康的な生活をしたいと思うけど、皆忘れたくて投げやりになる 

  ・自分が作ったものを皆で楽しく喜ばれて食べるのが一番みたいな高齢者がそれを奪われてしまっている 

  ・放射線原発事故っていうのは、PTSDみたいなもの 

  ・高齢者は、今までしていたことができなくなり、不活発病になっている 

  ・子どもの発育に悪影響が出てきている 

  ・大丈夫云々ではなく、根本的な不安・不信がある 

【今看護職として何ができるか】 

  ・放射線の専門的な指導は、然るべき人・部署に委ねた方がいいのではないかと思う 

  ・看護職として広くアンテナを張り、情報を伝えていく 

  ・看護職としてどう伝えていくかが課題である 

  ・今後も看護職間の共有が必要である 

  ・がん検診の PRをしていく 

  ・リスクマネジメントの力を養うこと 

  ・保健師の活動場面で利用できる放射線防護に関するツールを作る 

  ・安心・安全の根拠を住民に伝える 

  ・子供たちの健やかな発育を促す 

  ・自分の安全を確保するために栄養のバランスや外での運動ができるようにしていく 

  ・個別でなくマスに働きかけていくことが大切である 

 

（２）プロセス評価 

プロセス評価の結果は表６のとおりであり、いずれの項目も高い評価が得られた。 

表６．プロセス評価 

N=16

　ねらいの適切さ

　全体の時間の適切さ

　講義のわかりやすさ

　資料の適切さ

　グループワークの適切さ

　満足度

4.3

4.5

*5段階評定

項　目 平均値*

4.6

4.2

4.6

4.5

 

プロセス評価に関する自由記載の内容は表７のとおりであった。 
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表７．プロセス評価（自由記載） 

【全体の時間について】 

  ・グループワークが短かった、時間内に終了してほしかった 

  ・他グループの意見も聞きたかった 

【講義について】 

  ・前回と同じ内容もありましたが追加された部分もあり、わかりやすかった 

【グループワークについて】 

  ・時間が短かった 

【満足度について】 

  ・この研修会がどんな目的の研究なのか教えて下さい 

  ・本日の内容：対市民への知識普及。期待します 

 

 

３）2 回の教育研修から得られた研究へのフィードバック 

教育研修によって、保健師は放射線に関する基本的知識を理解し、自信を持って活動すること

への動機づけとなったっていた。保健師への放射線教育においては、住民支援に役立つ内容につ

いて数値で示してその意味を伝えること、住民が困難を感じている最新の話題について対応策を

具体的に示すことが重要であることが明らかとなった。また、保健師が互いの思いと問題を共有

することで不安の軽減となり、果たすべき役割を考えることができるようになった。 

今後の保健師に対する放射線教育にこれらを反映すると共に、保健師の心理的負担軽減のため

の方法を明らかにしていく必要がある。 

 

４ 先進地への調査研修 

放射線防護の先進地であるベラルーシ共和国に調査に出向き、1986 年のチェルノブイリ原子力

発電所の事故から現在に至るまで、放射線防護文化をどのように形成してきたか、放射線防護文

化形成のプロセスにおいて専門職はどのような役割を担ってきたかについて調査を行った。 

期 間：2013 年 2 月 24 日（日）～27 日（水） 

調査地：ベラルーシ共和国 ゴメリ州・ミンスク州 

担当者：麻原きよみ・小西恵美子・大森純子 通 訳：高橋純平（長崎大学ベラルーシ代表部） 

受入先：長崎大学ベラルーシ代表部・ゴメリ医学大学 

１）ベラルーシ共和国の概要 

ベラルーシ共和国（首都：ミンスク）は、1991 年のソビエト連邦の崩壊により、主権国家とし

て独立した国家である。東ヨーロッパに位置し、東にロシア、南にウクライナ、西にポーランド、

北西にリトアニア、ラトビアと国境を接する。人口は、900 万人（ミンスク州 200 万人、州ゴメ

リ 50 万人）、ベラルーシ人 5 割、ロシア人 4 割、その他にウクライナ人、リトアニア人等の多民

族が共存している。 

国土には、1986 年のチェルノブイリ原発事故による放射能汚染を受け、現在も立入禁止地区を

包含する。高い山はなく、見渡す限り平原が続き、その中に森林が点在している。人々は、基本
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的には自給自足の生活（各家庭で乳牛飼育、畑で野菜栽培、野生のイチゴ・キノコ採取、野生動

物の狩猟）を営み、ロシア正教、カトリックの信徒である。独裁政治の下に、ゆっくりと近代化

が進み、所得は平均月収 47,000 円と低めであるが、国民全体として生活レベルは向上しつつある。

都市と農村では格差があるが、教育は大学まで無料であり、基本的には医療職も含め、すべての

職種が国家公務員である。 

現在、ベラルーシ国内にロシアの企業の原子発電所が建設されている。エネルギー資源は、ほ

とんどないため、電気やガスも隣国からの輸入に頼っている。観光資源も少ないが、世界遺産に

指定されている古い教会がある。主な産業は、農業であり、農業用機器、武器類の生産・輸出も

行っている。代表的な農作物は、芋、ビーツ（赤カブ）、小麦などである。高収入が得られるモス

クワやヨーロッパ諸国への出稼ぎ者も多い。 

２）ベラルーシ共和国における放射線防護文化に関する調査  

訪問先および対応者、調査内容を一覧表に示す（表８）。 
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表 ベラルーシ共和国における放射線防護文化に関する調査

年月日 地域 訪問先 対応者 内容

2013/2/24（日） ミンスク州→ゴメリ州 移動の車中
高橋助教

（長崎大学ベラルーシ代表部）

地区踏査の手法を用い、車窓からの視診および聞き取りを行った。ベラルーシの概

要（民族・宗教、自然・物理的環境、政治・経済、周辺国との関係、現状の課題等）に

ついて把握した。

リジコブ学長

カズロフスキー副学長

ベラルーシにおける受け入れ機関であるゴメリ医科大学の学長に表敬の挨拶、およ

び現地における訪問先・対応者の調整担当である副学長との目的および行程の打ち

合わせを行った。

講堂にてプレゼンテーション 放射線衛生学の学生50名・教職員30名を対象に、日本の現状と本研究班の活動お

よび保健師の活動について紹介し、放射線防護に関する意見交換を行った。

カプリーエヴァ教授

（小児科医／内分泌系専門、リクビダートル手帳所

有）

内分泌系医学の見地より、チェルノブイリ原発事故以前の活動（ゴメリはヨウ素欠乏

地域だったため1950～1970年代「ヨウ素促進プログラム」を実施）、および事故当時

から現在までの検査体制の変遷、住民への情報提供の方法、ラディオ・ホビア（放射

線恐怖症）について聴きとりを行った。

ボルトノフスキー教授

（放射線衛生医／環境放射線医学科長）

ゲリオネーラ医師

（放射線専門医）

放射線医学の見地より、チェルノブイリ原発事故以前（旧ソ連時代）から現在までの

放射線医学の発展、および原発事故後の医療専門職育成課程における放射線防護

に関する教育プログラムの改定・充実について聴きとりを行った。

昼食会

カズロフシキー副学長

ラザノフ副学長

ボルトノフスキー教授

ゴメリの人々の自然の恵みと共存する自給自足の食文化を中心に、日常生活につい

て情報収集を行い、放射線防護のための健康行動の習慣が急激に薄れてきている

ことへの危惧などについて聴きとりを行った。

第72学校（小中高校） 校長・教員・児童・生徒・校医・フェリシェル他

ゴメリ市内の新興住宅地内に2年前に開校した学校（小学校・中学校・高等学校一貫

教育）の施設見学、日常生活における様々なリスクの1つとして放射線防護を含む科

目「安全な生活」の授業への参加、教員と生徒、医療職からの聞きとりを行った。

メディカルカレッジ（看護学校） 学長・副学長・教務主任・実習教務主任（3人）

保健・看護職の資格制度と専門性・活動領域・業務内容、教育体制（基礎教育・卒後

教育）、教育カリキュラムの全体像と放射線防護に関する科目の内容（講義・実習）

および位置づけについて聴きとりを行った。

衛生・疫学・公衆衛生センター タラシェンコ所長・医師（3名）

衛生・疫学・公衆衛生センターの役割、ゴメリ州内の公衆衛生の管理システム（掌握

機関・下部組織と専門職の人員配置等）、汚染地域における放射線量の測定・モニタ

リング・解析、正しい知識の提供・教育体制について聴きとりを行った。

ブラーギン郡中央病院 キレーニャ院長

立入禁止地区に隣接するブラーギン郡の原発事故前後から現在までの人口推移お

よび生活の変遷、医療体制（地区病院・診療所と専門職の人員配置等）、全住民の

登録・健診・スクリーニングによるフォロー体制について聴きとりを行った。

昼食会 副市長・看護師長

原発事故前後（直後の混乱も含）のブラーギン郡の住民の放射線に対する反応と意

識と生活の変化（放射線恐怖症・犠牲者意識）、風評、生活保障の制度等、実際の

暮らしの中にある現実と課題について聴きとりを行った。

ブラーギン郡学校（小中高校） 校長・教員・児童・生徒・心理カウンセラー他

ブラーギン郡唯一の学校（小学校・中学校・高等学校一貫教育）の施設見学、放射

線防護を含む科目「安全な生活」の授業への参加、原発事故当時の状況、校内に設

けられた放射線防護文化センターについて、ボランティアの生徒・家庭・教員の反応

やかかわりの様子も含め、聴きとりを行った。

衛生・疫学ステーション　 所長

ブラーギン郡衛生・疫学ステーション管内の主な産業である畜産業の経営および集

落・家庭を対象とした、地域特性に基づく放射線防護の具体的対応（線量測定・モニ

タリング・指導等）、診療所に駐在するフェリシェル助産師の役割と国の周産期の管

理の体制について聴きとりを行った。

ゴメリ医科大学

シャルシャコーバ教授

（公衆衛生学科長・リクビダートル手帳所有）

ラザノフ教授（副学長）

公衆衛生学の見地から、事故直後から現在までの情報に焦点をあてた研究・実践の

経緯、住民との対話を通した正しい知識の提供の重要性、あらゆる住民（・医療職・

行政職・教育職・ジャーナリスト含）が適切な行動をとれるように取り組まれたオラン

ダ・ベラルーシセンターのプロジェクトについて聴きとりを行った。

フェリシェル診療所 フェリシェル助産師
移動中、国道沿いのフェリシャル診療所に立ち寄り、フェリシェル助産師から職務内

容と設備について聴きとりを行った。

ミンスク資格向上研修所
ダールサコーバ教授

（“Family Health”プロジェクトリーダー）

5年前に3年間限定でユニセフ基金により実施された“Family Health”プロジェクトの

多重階層プログラム（医療職・教育職・住民への正しい知識の普及啓発）、および原

発事故から20年が経過した時点でのこのような取り組みの必要性について聴きとり

を行った。

ゴメリ医科大学

2013/2/25（月） ゴメリ州ゴメリ市

2013/2/26（火） ゴメリ州ブラーギン郡

2013/2/27（水） ゴメリ州→ミンスク州
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３）本研究事業への適用 

ベラルーシ共和国における原発事故当初から現在までの放射線防護に関する取り組みより、我

が国の状況や制度、地域特性を踏まえ、以下の事項についての施策の検討が急務である。 

（１）住民の手元に届く情報のマネジメント 

先進地域では、すべての活動において、「情報」に着目することの重要性が確認された。住民

が求める情報は、地域特性や対象の特性に応じて、日常生活においてどのような行動をとればよ

いのかというところまでであり、それを明示するためには、住民の言葉を用いて適切な媒体に加

工する必要がある。また、健診などのあらゆる機会を通じて、個別の対話を通じて住民に届ける

体制づくりも必要である。同時に、現在の情報源およびその発信者、情報の種類、情報に対する

住民の反応について科学的に分析することにより、放射線に対する恐怖心を助長する情報や住民

が不安・疑問を抱く現象について、具体的な対応を検討することができると考えられる。 

（２）住民のニーズに基づくサブコミュニティの特定 

先進地域では、様々なプロジェクトにおいて、対象を分類し、それぞれに合ったアプローチ

を行っていた。妊娠中の女性、母乳育児中の女性、乳幼児のいる家庭、高齢者、社会的に不適応

状態にある人、第一次産業（農業・畜産・漁業・林業など）に従事する労働者や経営者などのサ

ブコミュニティを特定し、ターゲットの優先順位を決めて集団的アプローチ・個別アプローチを

行う必要があると考えられる。また、ニーズの高いサブコミュニティの中から、住民リーダーを

発掘・育成できる可能性も期待できる。 

（３）保健医療職・行政職・教育職への放射線防護に関する教育 

先進地域では、専門職に対する放射線防護に関する教育が要になっていた。住民の放射線恐

怖症や犠牲者意識を変容させるためには、住民への正しい知識の提供が必要であるが、その前提

として、保健医療職・行政職・教育職への教育が必要であることが確認された。これらの職種が

「住民自身がここに生活する者として、自分で判断し、適切に行動できるように」という支援の

方向性を共有し、自信をもって住民の不安や疑問に対応できる力を備えることができる現任教育

が必要である。将来的には、特に保健医療職の養成機関における教育カリキュラムに放射線防護

に関する内容を組み込むことが必要である。 

（４）メディアとの協働と地元発信の活動 

先進地域では、住民全体を対象とした教育プログラムには、メディアも含まれていた。地元

の新聞やケーブルテレビなどの地域密着型のメディア関係者と協働体制を組むことによる効果

も確認できた。地元の新聞やテレビなどに、日常生活における放射線防護に関する特集や住民発

信の記事を連載することにより、住民同士が自分たちの放射線防護を取り入れた安全で健康的な

暮らし方の情報交換を行う開かれた場をつくることも有用と考えられる。住民と共に地元のメデ

ィア関係者の意識を変えていくことで、全国区のメディアや風評に対する良い影響も期待できる。 

（５）住民との対話を通じた地域ぐるみの取り組み 

先進地域では、学校拠点に放射線防護文化形成の取り組み活動が展開されていた。周囲の大

人のバックアップを受け、子どもたちが自家菜園なので収穫された食品中の線量測定を行い、セ

ンターの運営にも関われるような体制を整えることで、家庭や地域全体へ波及効果が期待できる。

また、町内会の集会や連合町内会の祭事などの機会を利用し、生活の場の中で放射線防護に関す

るよろず相談や暮らしの知恵の紹介などを行うことも、住民が自分たちの生活に自信を持つため

に有用であると考える。 
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（６）長期的な取り組みの将来構想 

ベラルーシ共和国では、原発事故から四半世紀が経過した現時点において、放射線防護の問

題は、国の慢性的な課題となり、放射線に対する警戒心の薄れに対する危機感が高まっていた。

我が国でも原発事故を経験していない世代が子供を産み育てる時代に備え、数 10 年単位で長期

的に放射線防護について取組むための将来構想も必要である。ベラルーシ全土の学校において、

様々なリスクから身を守り、安全で健康的な生活を考え、そのための方法を体得する科目「安全

な生活」が設けられ、その中の一部として放射線に関する内容が含まれていた。子どもの頃から

放射線防護について学習する教育体制を整えることは、放射線防護文化を形成するための基盤と

して重要と考える。 

 

Ⅳ 考察 

１ 原発災害影響下の住民生活の実態と住民への放射線に関する情報提供 

保健師に対する住民の実態に関する調査から、震災から 1 年 10 カ月が経過し、住民の生活は

落ち着きを取り戻している一方で、放射線への恐怖を持ち続ける住民もあり二極化していること、

住民は放射線に関する正確な情報がなく、多様な報道に振り回されている現状が明らかとなった。

また、放射線の影響による生活や将来への不安は継続し、屋外での活動量の減少など健康行動へ

の影響、および近隣住民間の関係性が希薄化したことが挙げられた。 

住民に対しては、正確な情報提供をする必要がある。その際は、調査の結果にもあったように、

焚火はどうするか、水道水は安全かなど、住民の具体的な行動レベルで住民が必要とする情報を

わかりやすく提供することが重要である。また、妊産婦や子どもを持つ家族、高齢者など、対象

によって必要な具体レベルの情報は異なる。情報提供にあたってはターゲット集団を明確にし、

その特性やニーズに基づいて行う必要があるだろう。さらに、提供の方法が重要である。先進地

調査研修で示されたように、住民が食品中の線量測定に来所した時や乳幼児健診で放射線に関す

る相談があった時、あるいは放射線に関する健診時など、住民の関心が高い時に必要な情報を提

供する必要があるだろう。 

 

２ 保健師の専門職の直面する問題と放射線防護文化形成のための支援 

本研究は、自治体の地域特性と住民の生活を熟知し、住民の健康意識と生活習慣を変える、す

なわち健康文化形成のための具体的実践方法を有する自治体保健師を放射線防護文化形成のため

の核になると設定したこと、保健師と研究者が放射線教育を機会として放射線防護文化形成のた

めの実践モデルを協働で開発・実施・評価するところに特徴がある。 

しかし、その保健師は放射線に関する知識が不足しており、住民に十分な対応ができないこと、

住民のはけ口になることからストレスと疲労が蓄積していることが明らかとなった。本研究の放

射線教育によって、確実な知識を提供することで、保健師は自信を持って本来の役割と活動（基

本的な健康生活支援）を再認識し、実施することができることを確認した。また、保健師への放

射線教育においては、住民支援に役立つ内容について数値で示してその意味を伝えること、住民

が困難を感じている最新の話題について対応策を具体的に示すことが重要であることが明らかと

なった。今後も、放射線防護文化形成の核となる保健師に、地域の実情や住民ニーズに即したア

ップデートで具体的な内容を含む放射線教育を継続する必要がある。併せて、保健師の心理的負

担軽減のための心のケアも合わせて行う必要がある。放射線教育の際に行ったグループワークに
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よって、保健師が互いの思いと問題を共有することで不安の軽減となり、果たすべき役割を考え

ることができるようになったことから、継続して実施する必要がある。さらに、今後はメンタル

ヘルスの専門家や研究プロジェクトと協働し、保健師の心理的負担軽減のための方法を放射線教

育等に組み込むなど検討していく必要がある。保健師が自信を持って本来の保健師活動をするこ

とができるよう支援することが本研究のもっとも重要な役割である。 

一方で、保健師の放射線に関する知識不足は、看護専門職の基礎教育の問題に原因があるだろ

う。現在の看護師および保健師の国家試験出題基準６をみると、看護師の出題基準に「放射線療法

時の看護」として一部含まれているのみであり、保健師の出題基準には放射線の用語すらみられ

ない。看護師・保健師教育において放射線を一つの専門領域として確立していく必要があると考

える。 

 

３ 放射線防護文化形成のための実践の方向性 

本年度の本研究の結果から、上述した住民に対する情報提供の方法や保健師への放射線教育と

支援に加え、放射線防護文化形成のための実践の方向性として以下が考えられる。 

文化とは、「特定集団の人々が経験を解釈し行動を行う際に用いる既得の知識」７である。住民

への個別のアプローチと共に自治体の小学校単位といった小規模な地区レベルでの集団的アプロ

ーチも必要である。地区単位の行事（祭事、運動会、健康フェスティバルなど）の場で放射線防

護に関する相談や暮らしの知恵の紹介などを行う、既存の住民組織としてある健康推進員等を活

用し、地区ごとの放射線に関する知識を持つ住民リーダーを育成するなどが考えられるだろう。

さらに、メディアが混乱した情報を提供するのではなく、放射線防護文化形成のために機能する

ための取り組みが必要となるだろう。 

土地の文化をもっとも知っているのは、住民である。今後は本研究の協働体制に住民代表を加

え、放射線防護文化形成のための具体的実践方法を明らかにし、実践・検証する必要がある。 

 

Ⅴ 結論 

本研究は、原発災害の影響下にある住民の被曝に対する不安やストレスの軽減と質の高い生活

のために、住民に実際的な「放射線防護文化」を形成するための実践モデルを明らかにすること

を目的とし、放射線影響下の自治体保健師と放射線防護専門家、および公衆衛生看護研究者が協

働して行うアクションリサーチを用いた。平成 24年度は、問題およびニーズの明確化と保健師に

対する放射線射線教育を中心とした活動、および先進地の調査を行った。その結果は以下のとお

りである。 

（１）住民の生活実態について、住民生活は不安が継続していること、放射線に関する正確な知

識がないこと、多様な報道に振り回されていることなどが明らかとなった。また、放射線への

不安から活動量が減少するなど住民が健康行動をとれなくなっていること、地域の関係性が希

薄になったなどの問題が挙げられた。保健師の問題として、放射線に関する知識が不足してお

り、住民に十分な対応ができないこと、住民のはけ口になることもあることからストレスと疲

労が蓄積していることが挙げられた。 

（２）保健師に対する放射線教育を 2 回実施した。その結果、保健師は放射線に関する基本的知

識を理解し、自信を持って活動することへの動機づけとなった。保健師への放射線教育におい

ては、住民支援に役立つ内容について数値で示してその意味を伝えること、住民が困難を感じ
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ている最新の話題について対応策を具体的に示すことが重要であることが明らかとなった。ま

た、保健師が互いの思いと問題を共有することで不安の軽減となり、果たすべき役割を考える

ことができるようになった。 

（３）先進地の調査から、放射線防護文化形成のためには、住民の手元に届く情報のマネジメン

ト、住民のニーズに基づくサブコミュニティの特定、保健医療職・行政職・教育職への放射線

防護に関する教育、メディアとの協働と地元発信の活動、住民との対話を通じた地域ぐるみの

取り組み、長期的な取り組みの将来構想が必要であることがわかった。 

以上から、今後の研究として、保健師に対する確実な知識提供を継続することの重要性、保健

師の心理的ケアの必要性、および協働者に住民を加えて具体的実践方法を明らかにして実施・検

証していくことの必要性について考察した。  

 

Ⅵ 次年度以降の計画 

１ 平成 25 年度 

いわき市保健師、住民、研究者のパートナーシップによる住民のニーズ把握や問題の明確化、

地域特性や住民生活に即した課題解決のための計画立案、実践、評価、普及・フィードバックを

継続して行う。 

１）定期的に研究班会議やいわき市保健師と合同の研究チーム会議を行う。 

２）いわき市を拠点に福島県の原発事故影響下の自治体において、放射線に関する教育とグルー

プワーク（現状の問題および放射線防護文化形成のための実践方法に関する共有・討議）を保

健師・看護職に対象を拡大して実施する。 

３）研究チームには、住民代表を加え、住民のニーズや生活の現状を把握すると共に、それに応

じた放射線防護文化形成のための方法（情報の伝え方や媒体など）を明確化して地域特性に即

した放射線防護文化形成のための活動を実施する。 

４）放射線防護文化形成のための実践方法として保健師の家庭訪問等のアウトリーチ活動、住民

組織（健康推進員、衛生部長、食生活改善推進委員、自治会など）への教育やリーダー育成に

ついて検討する。 

５）保健師・看護職への放射線や放射線防護に関する情報提供、および相談、フィードバックの

体制づくりを行う（HP の立ち上げなど）。 

６）本研究の目的の達成度とアクションリサーチの質の担保のために、アウトカム評価、プロセ

ス評価、パートナーシップ評価（協働体制評価）について質問紙調査、インタビュー調査、記

録類の検討により行う。 

７）保健師の心のケアのために、支援プログラム等の立案・実施に関して、メンタルヘルスの専

門家の研究プロジェクトと連携・協働する。 

８）先進地域の取り組みを参考に、保健師・看護職以外の保健医療職、行政職、教育職、地元メ

ディア、町内会などとの連携や協働について検討する。 

９）放射線防護文化形成に関する学識経験者によるコンサルテーションを受ける。 

 

２ 平成 26 年度 

平成 24、25 年度の研究結果に基づき、いわき市での住民の放射線防護文化形成のための実践

を福島県下に適用可能な実践モデルとして明確化および体系化する。  
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１）実践モデルを福島県内の原発災害影響下の自治体に普及するための教育・研修およびコンル

テーション活動を行う。  

２）保健師・看護職への放射線や放射線防護に関する情報提供、および相談、フィードバックの

体制づくりを継続して行う。 

３）時間の経過とともに変化していく住民のニーズとその支援方策について、段階に応じた放射

線防護文化形成についてモデルに示し、今後の放射能災害の備えとして研究成果の公表により

普及啓発を進めていく。  

４）本研究の評価（アウトカム、プロセス、パートナーシップ）は継続して行う。 

５）放射線防護文化形成に関する学識経験者によるコンサルテーションを受ける。 

 

この研究に関する現在までの研究上状況、業績： なし 

 

引用文献 

1. International Commission on Radiological Protection: Application of the 

Commission’s Recommendations to the Protection of People Living in Long-term 

Contaminated area after a Nuclear Accident or a Radiation Emergency. ICRP Publication 

111. London: Elsevier, 2009 

2. 日本公衆衛生学会. 公衆衛生看護のあり方に関する検討委員会 第 1期・第 2期報告書. 東京: 

日本公衆衛生学会, 2005 

3. Quad Council of Public Health Nursing Organizations ＆ American Nurses Association. 1999. 

村嶋幸代，川越博美訳. 公衆衛生看護の定義と役割 米国公衆衛生協会公衆衛生看護部会提言書，

今改めて公衆衛生看護とは. 東京：日本看護協会出版会，2003; 13-29 

4. 厚生労働省健康局総務課保健指導室. 東日本大震災における保健師の活動について. 第 5回地域

保健県対策検討会資料.  2011 

5. 岡本玲子. アクションリサーチ, よくわかる質的研究の進め方･まとめ方, グレッグ美鈴

他編. 東京: 医歯薬出版, 2008; 141-158 

6. http://www.mhlw.go.jp/topics/2009/04/tp0413-1.html （2013年 3月 7日アクセス） 

7. Spradley, JP. The Ethnographic Interview. Florida: Holt Rinehart and Winston, 1979; 5 

 

214

http://www.mhlw.go.jp/topics/2009/04/tp0413-1.html


Multidisciplinary action research on the Public Health Nurses’ 
initiative in the creation, dissemination and evaluation of a practical 

model of radiological protection culture in Fukushima 
 

Kiyomi Asahara
*1

, Emiko Konishi
*2

, Toru Kikuchi
*3

, Mikako Arakida
*4

, Yuko Matsunari
*2

, 

Junko Omori
*1

, Maasa Kobayashi
*1

, Wakanako Ono
*1

, Yasuko Mitsumori
*1

 

 
*1 

St. Luke’s College of Nursing 

*2  
Kagoshima University 

*3
 Jichi Medical University RI center 

*4  
International University of Health and Welfare 

 

Key words: Nuclear accident; Public health nurses(PHNs); Radiological protection culture; Action research 

 

Abstract 

 

Purpose: After the Fukushima nuclear accident, public anxieties and stress are ever increasing in long-term 

contaminated communities. In order to cope with the problem, this collaborative study aims to create and 

disseminate a practical model of radiological protection culture in exemplar communities in Fukushima.  

Method: Action research was conducted to deal with the real time situations by a multidisciplinary research 

team comprising public health nursing researches, radiological health experts, and public health nurses 

(PHNs) practicing in a community in Fukushima. 

Results: 1.Organizing and consolidating the research team through frequent email communications and 

meetings. 2. Questionnaire surveys and interviews with the PHNs. The result indicated problems with A) 

the community people, and B) the PHNs. A) Problems with the community people: lack of knowledge 

about radiation, ever-continuing anxieties misled by inconsistent information, inactive life-style due to 

radiation fear, and people’s relationship shallowing in the community. B) Problems with the PHNs: 

difficulty in relating with the residents due to the nurses’ own lack of radiation knowledge, and 

accumulations of stress and fatigue arising from their shock-absorber role for residents’ complaints, 

frustrations and anxieties. 3. Two sessions of radiological protection teaching and group work with the 

PHNs. It was important to address people’s daily life such as eating, drinking and outdoor activities in 

combination with the provision of updated monitoring data related to those activities. The nurses regained 

confidence towards their usual practice by acquiring basic knowledge about radiological health. The group 

work alleviated the nurses’ stress by mutual sharing of their concerns and experiences. 4. Visiting the 

Chelnobyl affected communities in Belarus to observe the actually developed radiological protection 

culture. 

Conclusion:  The knowledge about radiological health is indispensable for PHNs’ confident practice in 

radiation affected communities.  Further research will include residents as stakeholders. Also, mental 

health experts will join the study to further address the PHNs’ psychological burdens.  
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自治体と研究機関で進める効果的な放射線教育活動の模索と効果の検討 

中山信太郎（徳島大学大学院 SAS 研究部教授） 

 

研究要旨 

原子力災害被災地の放射能汚染状況を調査し、その結果をもとに放射線講習会や学習会を実

施した。原子力災害から 2 年が経過しようとしているものの、被災地では放射線に伴う不安が

収まるどころか、むしろ増幅している傾向にある。学習会に出席しても「もやもや感」、「イラ

イラ感」、「違和感」だけが残り、ストレスを溜め込む結果になっているケースが多くみられた。

放射線にほとほと嫌気が出てきている。自治体もそのような住民に配慮して、「そっとしてあ

げたい」、「不安をあおりたくない」と考えるようになってきている。このような状況で自治体

や住民と個別課題ごとに相談に応じて、対策を検討した。今年度実施した支援活動では、徳島

大学支援チームと自治体とで協同活動することを原則とした。このような協同活動の中で自然

と信頼関係が育まれ、情報を共有することが可能になった。現在では自治体との間に情報交換

の太いパイプが構築されつつある。被災地はいまだに混乱の中にある。この未曾有の災害を乗

り越えようと、勇気を振り絞り活動している自治体職員や住民が「勇気・夢・希望」を持って

前進できるように、自治体職員や住民と共感できるような支援活動へと展開していく必要があ

る。構築した信頼関係をもとに、放射能汚染調査・対策などにおいて、自治体や住民との協同

活動をとおした共感が持てる持続可能な支援活動へと進化させていく。 

 

キーワード：共感できる支援、持続可能な支援、協同活動、信頼関係の構築 

 

研究協力者：  

氏名 協力内容 所属機関及び現在の専門 
所属機関での職

名 

阪間 稔 放射能測定、現地調査 徳島大学医学部：放射化学 准教授 

桑原 義典 ソフトウェア開発、解析 
徳島大学 HBC 研究部：放射線

管理 
技術専門職員 

佐瀬 卓也 現地活動支援、現地調査 
放射線環境安全カウンシル：計

測 

ユニットリーダ

ー 

山 本 真 由

美 

住民相談、アンケート分

析 

徳島大学 SAS 研究部:臨床心理

学 
教授 

佐藤 一雄 放射能除染、現地調査 徳島文理大学：医療放射線 教授 

誉田 栄一 放射能除染、現地調査 
徳島大学 HBC 研究部：医療放

射線 
教授 

田中 耕市 
社会システム構築、 

アンケート分析 
茨城大学人文学部 准教授 

西澤 邦秀 放射能除染、現地調査 放射線環境安全カウンシル 監事 
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Ⅰ 研究目的 

本研究課題は、1 つの原子力災害被災自治体を 1 つの大学等研究機関が責任を持ってバックア

ップを行う体制を構築し、地域住民、事業者、自治体職員の放射線に対する不安軽減活動を検討、

実施する事で、効果的な自治体－研究機関の支援関係のモデルケースを提示することである。 

研究期間は2年間（平成26年3月まで）を予定しており、今年度は放射線不安軽減活動の試行な

らびに体系化を図った。自治体や住民との協同活動をとおして信頼関係を育み、自治体との間に

情報交換の太いパイプを構築することを目的の第一に据えて支援活動を行った。次年度は、構築

した信頼関係にもとに自治体や住民と協同して放射線対策を実施し、共感できる持続可能な支援

へと展開していく。 

Ⅱ 研究方法 

原子力災害は非常に特殊な災害であり、その解決には産学官および住民が一体となった継続的

な対策が必要である。徳島大学チームは原子力災害からの復興支援において、福島県の南端に位

置する「東北の玄関口」白河市と連携した活動を行ってきた。この協力関係を更に強固かつ継続

的なものとするため、2012年5月に白河市と徳島大学は放射線災害における支援協定を締結した。

白河市の住民と共に課題に向き合い、そして困難を解決する方策を提示することで住民の放射線

に対する不安を払拭すべく支援活動を行っている。「原子力災害環境下における放射線防御教育

プロジェクト～ふくしま・とくしま、ともに学ぼう～」と銘打って、地域住民、事業者、自治体

職員の放射線に対する不安軽減のための試み（住民学習会、職員学習会、母子向け学習会および

カウンセリング、放射線計測、除染アドバイス、事業者に対する放射能測定支援等）を継続して

きた。本提案では、現在行っている支援活動を体系化して検討・実施し、その効果を検証する事

で、どのような支援活動が住民の不安解消および自治体の活性化に効果的かを解明し、大学等研

究機関が自治体支援を行う際のモデルケースとして生かせるようにする。今年度の支援活動は必

ず自治体との協同で行い、自治体からの疑問・質問に一つ一つ丁寧に説明することで互いの意

思疎通を図った。実施した支援活動は次のようにまとめられる。 

１．白河市放射線対策室との協同活動による放射能汚染調査 

福島県白河市を中心に放射能汚染調査を継続的に実施している。特に、放射能汚染が深刻

な地域を中心に自治体職員と協同で調査している。白河市では空間線量を走行サーベイ法によ

り、ほぼ全居住地域を網羅する形で調査した。市街地を流れる阿武隈川、隈戸川、谷津田川の

水質検査や水性植物の放射能汚染状況や水中での線量を計測した。また、市民の憩いの場であ

る「南湖公園」や「森林公園」では土壌汚染調査などを行った。さらに、放射線学習会を開催

する小・中学校では汚染状況調査とグランドの土壌放射能汚染濃度測定を行った。これらの支

援活動の結果は「しらかわ・とくしま便り」としてテーマごとにまとめて市に報告している。

この「とくしま便り」については自治体から定期的発行の要請が出され、また広報誌で市民に

広く周知されるようになっている。 

２．白河市教育委員会と協同企画による放射線学習会 

大学教員と学生から構成されたチームを結成して、放射線学習会を実施した。これまで「放

射線」は自然科学の研究の対象であったり、健康診断や治療で使われるくらいで、日常生活で

は問題視されることはなかった。そのため一般住民は放射線に対してほとんど正しい知識を持

ち合わせていない。原子力災害当初からの政府や東電の不適切な対応は住民に根強い不信感を
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抱かせた。政府からの広報活動とは違った側面から自治体と協同で汚染状況を調査していかな

ければ、住民に寄り添った支援にはならないし、住民には受け入れられない。住民の「放射線

を怖がる」権利を尊重し、住民の怒りを受け止め、住民と自治体が協力して今後の生活のあり

方を考える手がかりとなるように努めた。目に見えない放射線について基礎知識から放射線の

健康への影響まで広範囲の情報を伝授して、物理学者・寺田寅彦の言葉である「放射線を正し

く理解し、正しく恐れる」ことを目標に学習会を開催した。放射線学習会は全小・中学校で、

ほぼ終了している。今後、放射能と子供のかかわりで強い不安を抱え、さまざまなストレスに

苛まれている保育園や幼稚園の保護者を対象に企画していく。 

３．白河市健康増進課への放射線アドバイザーとしての協力 

白河市では住民の外部被ばく線量を評価するためガラスバッチによる計測を行っている。

また子供たちに対するホールボディカウンター（WBC）による内部被ばく測定が終了した。

測定器の特性などを踏まえた測定結果の解釈や日常生活での注意点などを住民に説明する協

力を行った。今後、成人を含めた内部被ばく線量の計測をしていくことになっている。一方、

災害当時の甲状腺被ばく線量に関しては住民が強い不安に駆り立てられている。受診者の多さ

に、政府は診断結果に対する個別相談には応じていない。学習会でもこれに関する質問があり、

この課題の根深さが明らかになった。定期的な診断結果をもとに専門家として住民の個別相談

に応じていく必要がある。 

福島県民が「福島県産食品」を避ける傾向があり、実際の食生活でどの程度放射性物質を

摂取しているのか不安に思っている住民は少なくない。食事から摂取する放射能値を評価する

ため、陰膳調査を試行した。調査結果は福島市で行われている陰膳調査の結果と極似しており、

ほとんど問題はなかった。測定結果を示すことで食に対する不安払拭につながると考えられる。

その詳細をまとめて「しらかわ・とくしま便り」に報告する予定である。 

（倫理面への配慮） 

今回の原子力災害に伴う住民の放射能被ばく線量は個人情報との関わりで、慎重に取り扱う

必要がある。メンバーである臨床心理士の助言を踏まえ、学習会や相談会における守秘義務に

徹し、住民支援に努めた。放射能汚染調査では、必ず自治体と連携して協同で測定をすること

にも配慮した。測定結果は共有し、公表する場合は自治体にチェックをお願いした。 

Ⅲ 研究結果 

原子力災害では広く生活環境が放射能に汚染されている。広範囲の放射能汚染状況を調査する

ことは専門家だけでは不可能である。自治体や住民と協同で調査し、汚染状況を共有し、放射線

対策を検討する必要がある。「放射線対策」、「住民の健康」、「小・中学校での学習会」それぞれ

の支援活動の課題に対して、具体的な案を提示し、自治体との協同作業で企画･実施をした。こ

の協同作業は予期しない成果を生むことができた。協同活動することで自治体が関心をもってい

ることや住民対策として何をしたいかを知ることが可能になったし、情報交換が密になり大学支

援チームと自治体との間に信頼関係を構築できた。 

自治体が実施している除染でも様々な課題が見えてきた。例えば学校の除染では、雨樋の下な

どホットスポットが必ず残っていたり、芝生の除染では深掘りして根を残すような除染では線量

の低下が見られず、挙げ句の果てに芝生は枯れてしまうことも珍しくない。また裏山からの放射

線のため除染しても空間線量が下がらない。政府の方針だけで実施している除染方法では対応で
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きないケースが多く見受けられ、除染方針への不信につながっている。具体的な除染方法を試行

し、その有効性を調査しつつ、対策を検討した。このように、それぞれの課題について問題の所

在を検討し、除染説明会にも自治体とともに出席して住民にその必要性を説明した。一方、住民

自ら放射線計測を行っている町内会もあり、住民グループと懇談会を開催して放射線計測上の技

術的支援を行った。このように自治体や住民と連携を図りながら、放射線対策を行った。その結

果、徳島大学支援チームと自治体との間にある種の連帯感が育まれ、スローガンの「ふくしま・

とくしま、ともに歩もう」を実感できる段階になってきた。情報交換を密にして、共感できる支

援活動へと移行しつつある。 

原子力災害から 2 年が経過しようとしているものの、被災地では放射線に伴う不安が収まるど

ころか、むしろ増幅している傾向にある。学習会に出席しても「もやもや感」、「イライラ感」、

「違和感」だけが残り、ストレスを溜め込む結果になっているケースが多くみられた。放射線に

ほとほと嫌気が出てきているのである。自治体もそのような住民に配慮して、「そっとしてあげ

たい」、「不安をあおりたくない」と考えるようになってきている。そのような中で、今後の支援

活動方法を見直す必要がある。 

今年度の支援活動をとおして、徳島大学支援チームと自治体や住民との信頼関係の上に、何で

も相談できる環境が整いつつある。自治体の責任部局である白河市の放射線対策室、健康増進課、

教育委員会などと密接に意見交換して、企画・立案していく必要がある。縦割り行政の壁を廃し、

自治体内で情報を共有して、住民のために放射線対策が立てられるようにする。支援チームも自

治体や住民に必要な支援や情報とは何かを協議しながら、自治体との情報交換を密にして放射線

対策や住民支援相談会の方法などを検討する。 

Ⅳ 考察 

これまでの支援活動として、被災地の放射能汚染状況を調査し学習会や相談会を行った。自治

体とともに検討したテーマについて自治体と協同で測定・調査した。自治体が特に不安に感じて

いる放射能汚染について協同で調査して、「しらかわ・とくしま便り」として自治体に報告して

いる。自治体はこの報告書を市の広報誌で公表している。この協同作業は自治体職員が測定技術

を身に付けると同時に、汚染状況を把握し、放射線対策を立案する手助けになった。このような

協同活動から支援チームと自治体職員の間に一体感を育み、被災地の苦悩に共感できる支援活動

ができたと思われる。 

一方、学習会や相談会を受講した住民に晴れ晴れとした顔は見られない。放射線の一般的な話

は理解できるが、どうしても自分に置き換えられない。「飲料水にペットボトルの使用」、「洗濯

物は外干ししない」、「学校のプールの授業は休ませる」など、現在の汚染状況では不必要な対策

を取っている住民がいまだに多い。住民からの要請で、福島市内の幼稚園の保護者と懇談会を実

施した。懇談会後、住民と雑談する中で住民に少し明るさがみられた。住民の感想として、これ

までの講演会や学習会では「講師が主役」であるが、懇談会では「住民が主役」になれる。日常

生活で何気ない不安でも自由に話すことができて、なにか肩の力が抜けたように感じたというこ

とである。「与えられる情報」でなく、「欲しい情報」が得られたと考えられる。このような企画

を白河市でも自治体と協同で実践していく必要がある。 

Ⅴ 結論 

   初年度の目標であった自治体や住民と情報を共有し信頼関係を育み、情報交換の太いパイプを
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構築することはまずまずの成果を上げることができた。自治体からのメールや電話での相談も多

くなった。放射線に対する Q&A を文書にまとめて、住民に周知したりする支援活動も増えてき

た。緊急の会合（相談会や懇談会）などへの出席依頼も増えてきたので、可能な限り優先して対

処できる体制をとっている。放射能汚染調査や放射線学習会を自治体や住民と協同して行うこと

で、自治体と大学支援チームに本音で語り合える信頼関係が構築されつつある。信頼関係は壊れ

やすいことに留意して自治体や住民に寄り添った支援活動に徹する必要があり、信頼関係を損な

うことなく支援活動を継続していく。 

Ⅵ 次年度以降の計画 

次年度に向けて、自治体から具体的支援内容の相談があった。住民との懇談会を一歩進めて

定期的な相談会の開催を検討している。毎月決まった日に支援チームが被災地に滞在すること

で、放射線に強い不安感を抱いている住民が相談しやすい環境を整えることが目的である。住

民の「放射線を怖がる」権利を尊重して、自治体や住民とともに前へ進める支援活動を実践して

いく必要がある。 

この研究に関する現在までの研究状況、業績 

1． 関貫 夏希 「走行サーベイによる放射能汚染調査」 

地域科学研究フォーラム（2012 年 6 月 29 日）   

2． 神田 有里奈 「福島県白河市の放射能汚染状況と課題」   

地域科学研究フォーラム（2012 年 6 月 29 日） 

3． 坂口 由貴子 「福島県特定避難勧奨地点での食品の放射能濃度計測について」 

地域科学研究フォーラム（2012 年 6 月 29 日）  

4． 坂口 由貴子,中山 信太郎,佐藤 一雄 「福島県における放射能の高度分布について」 

日本放射線安全管理学会 第 11 回学術大会（2012 年 12 月 4～6 日）  

5． 坂口 由貴子,中山 信太郎,佐瀬 卓也 「特定避難勧奨地点における農作物の測定」  

日本放射線安全管理学会 第 11 回学術大会（2012 年 12 月 4～6 日） 

6． 中山 信太郎,山本 真由美,田中 耕市,誉田 栄一,阪間 稔,佐藤 一雄,佐瀬 卓也, 

坂口 由貴子,長野 祐介,関貫 夏希,神田 有里奈  

「学長裁量パイロット事業：原子力災害環境下における放射線防御教育プロジェクト ～ふく

しま・とくしま、ともに学ぼう～ 実施報告と今後の課題」 

大学教育カンファレンス in 徳島（2012 年 12 月 26 日） 

7． 坂口 由貴子,山本 真由美,関貫 夏希,神田 有里奈,佐藤 一雄,佐瀬 卓也,誉田 栄一, 

阪間 稔,中山 信太郎 「福島県白河市の小・中学校の放射能汚染調査と学習会での報告」 

大学教育カンファレンス in 徳島（2012 年 12 月 26 日） 
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Casework of effective education in radiation safety for the people of Fukushima 
 

Shintaro Nakayama, 
Faculty of Integrated Arts and Sciences, The University of Tokushima 

 

Key word: Empathetic support, Sustainability of activities, Collaborative activities, Building trust 

 

Abstract: 

 

In the reconstruction process of the Fukushima nuclear disaster, its purpose was to provide accurate 

information and to reduce the victim’s anxiety, also trials of effective education in radiation safety was 

carried out by collaboration of research institutions and local government. During the Initial period of the 

disaster, the providing of one-way information of radiation protection was effective among people.  

However, two years have passed since the earthquake, and the people need two-way communications 

between the people and researchers. Shirakawa-city in the Fukushima Prefecture collaborates with 

University of Tokushima, and provides two-way communications for radiation safety to the residents 

including students, parents, teachers, and local government officials. By promoting two-way 

communication such as a roundtable, local government officials and researchers could collect questions 

from the residents and answer quickly. This can eliminate the anxiety of the residents. It is important to 

continue action among the local government, research institute, and residents. Continuation of the activities 

will foster the trust of residents. 

 
 
 
 
 

224



 
 
 
 
 
 
 

Ⅲ－4 地域特性を生かしたリスクコミュニケーターによる 

放射線健康不安対策の推進 
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地域特性を生かしたリスクコミュニケーターによる放射線健康不安対策の

推進に関する研究 

主任研究者 大野和子（京都医療科学大学 医療科学部 放射線技術学科・教授） 

 

研究要旨 

京都を代表する寺院は日本人の精神形成に大きな影響を及ぼしている。これらの寺院の宗教家

達が放射線に関するリスクコミュニケーターとなることで、人々の放射線健康不安対策を推進さ

せることと、その成果を検証することを目的に研究を開始した。リスクコミュニケーター講座の

受講後、僧侶達は自発的に原発事故後の復興に向けた精神面の支援を実施する複数の企画を作成

し、一定の効果が確認できた。講座での質疑応答と学会、公的機関の公式ホームページをもとに、

日本人向けと外国人向けの放射線に関する簡易な小冊子を作成した。これは今後改良をかさねて

完成させる。また、日本を訪問する外国人を対象とした多言語のアンケートを作成した。リスク

コミュニケーター養成講座とその活動効果にアンケートの結果も考慮し、世界各地の実情に合わ

せて改良した、原発事故後災害時のリスクコミュニケーションの指針を世界に向けて発信してい

く。 

キーワード：リスクコミュニケーター、放射線不安、原発事故、宗教家 

研究協力者氏名（所属施設名）・奥山智緒（京都府立医科大学講師）, 東達也（滋賀県立成人病セ

ンター総括研究員）,中本裕士（京都大学大学院医学研究科講師）, 粟井一夫（榊原記念病院放射

線部技師長）, 菊地透（自治医科大学 RI センター管理主任）, 中村清一（公益財団法人体質研究

会主任研究員）, 白石久二雄（元放射線医学総合研究所元内部被ばく評価室長） 

 

Ⅰ 研究目的 

原発事故後 1 年半以上が経過してもなお、放射線の健康影響に関する多く国民の不安は払拭さ

れず、故郷を無くした人々の心のケアも進んでいない。放射線に関する知識不足に起因する“恐

れ”だけでなく、震災後の心のより所の欠如も大きな要因と考える。人々の気持ちを前向きにす

ることは復興を早期に成功させるために必要不可欠である。日本人の精神形成に大きな影響を及

ぼしている神社仏閣の総本山の多くは京都に存在する。また、京都は日本人の精神や日常生活に

有形無形の影響を及ぼす伝統芸術の中心的な都市でもある。さらに、地域住民の密接なつながり

が残る数少ない大都市との特色を持つ。この地域特性を生かして、宗教や伝統芸術の分野、地域

の自治会等で中心的な役割を果たす人々をリスクコミュニケーターとして養成する。さらに、個々

のリスクコミュニケーターの希望や技量に見合ったグループワークを日本各地で展開し、これら

の経緯から、原発事故を含む大災害に対する効果的なリスクコミュニケーションのあり方を検討

する。またこの成果が世界各国で利用可能となるように、研究結果をもとに世界の各地域の現状

に合わせたリスクコミュニケーションの手引き書を作成し、福島第一原発事故の教訓を生かした、

放射線による健康不安に対応する資料として世界各国に発信する。 

 

Ⅱ 研究方法 

 １．宗教関係者、伝統芸術関係者等を対象としたリスクコミュニケーター養成講座の開講 

奈良、京都の主な仏閣の関係者、華道、茶道指導者、自治会関係者などを対象として、専門

家による放射線の健康影響に関する講義を行なう。また、参加者から放射線の健康影響に不
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安を持つ多くの市民に、自らが対応すべきと考えた事項や今後の取り組みとして希望する内

容を直接聞き取り調査する。 

２．小冊子の作成  

福島第一原発事故後に文部科学省、経済産業省、日本医学放射線学会、放射線影響学会、保

健物理学会、放射線医学総合研究所等の関係省庁や学会が発表した QA 集の頻度の高い質問

内容と、１，の質疑応答の内容をもとに簡易な小冊子作成する。 

３．談話会の実施  

個々のリスクコミュニケーターに合わせ、季節毎の寺院の檀家の集会や月々の教室、また行

政の末端組織である自治会の集会等、通常でも社会的内容が話題に上る場所を活用し、リス

クコミュニケーターを中心としたグループワークを展開する。 

４．外国人観光客・留学生を対象とした意識調査の準備 

福島第一原発事後直後、3 か月後、現在抱く不安と、心的ストレスを感じた際の各自の心の

よりどころ（宗教、家族など）を調査する目的で、英語、中国語、ハングル語、スペイン語、

フランス語で作成した、自己式の質問用紙を作成する。また、主に留学生を対象とした放射

線に関する小冊子を作成する。 

（倫理面への配慮） 

本研究実施にあたっては厚生労働省が定める臨床研究に関する倫理指針（URL：

http://www.mhlw.go.jp/general/seido/kousei/i-kenkyu/rinsyo/dl/shishin.pdf）を遵守するとともに、参加

者プライバシーの保護に十分配慮した。なお、次年度のアンケート調査については、本学の研究

倫理委員会の承認後の実施を予定している。 

 

Ⅲ 研究結果 

１．宗教関係者、伝統芸術関係者等を対象としたリスクコミュニケーター養成講座の開講 

１－１．宗教関係者への呼びかけ 

神社庁と京都仏教協会の事務局長に面談し研究の趣旨を説明した。その結果、神道の穢れの

考え方と震災復興が相容れないものであり、現時点で神主が自ら対応することが困難との合

意に達した。京都仏教協会は、震災瓦礫の受け入れを促進することと、食品の風評被害の改

善を検討課題としており、放射線の基礎知識を持たない宗教家の啓発を希望していた。 

１－２．京都仏教協会加盟の全寺院を対象とした啓発 

放射線に関する基本的な考え方の平易な解説文と京都府の食品安全に対する取り組みを紹介

する２頁のパンフレットを作成し、2013 年 1 月に 3,000 件の寺院へ京都仏教協会からの送付

物として各寺院へ配布された。また、仏教協会から京都府文教課へ、本研究の遂行のために、

連絡先の開示を許可する旨の連絡が入り、研究班に寺院と京都府下の宗教連盟の名簿が付与

された。 

１－３．各総本山におけるリスクコミュニケーター養成講座 

京都府下に全国の寺院の総本山は存在する。その全てにリスクコミュニケーター養成講座の

開催を、手紙送付、電話連絡、直接訪問の三段階を経て依頼した。その結果、平成 24 年度中

に一つの総本山（東本願寺）が、平成 25 年度中には６つの総本山での講義開催が決定した。 

初回講義は、放射線に関する基本的な講義、NaI シンチレーションカウンタを用いた簡易計

測を実施した。その結果、今後は募金活動による寄付行為だけではなく、福島県で宗教家と
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しての特性を生かし、組（注：地域単位で複数の寺院が参加する組を形成している）単位で

心のケアを実施するとの発展的な結論が生まれた。 

２．小冊子作成 

２－１．公式ホームページ検索 

日本医学放射線学会、放射線影響学会、保健物理学会、放射線医学総合研究所、資源エネル

ギー庁、食品安全委員会、首相官邸の各公式ホームページに掲載されている放射線影響に関

する Q＆A をすべて抽出した。質問総数は 452 件であった。内訳は、健康影響が 281 件（う

ち胎児、乳幼児への影響が 51 件）、水や食品汚染に関する内容が 120 件、放射線全般の知識

に関するものが 94 件であった。 

２－２．小冊子作成 

リスクコミュニケーター養成講座の質疑応答から、放射線の単位や半減期など基本的な放射

線に関する事項が理解されていないことが明らかとなった。２－１の結果を加味し、日本人

に対しては最も関心が高い放射線の影響を中心とした縦書きの小冊子を作成し、次年度以後

談話会の利用を通した改訂を経て完成することとした。留学生などの外国人を対象とした冊

子は、一分野に的を絞らず、基本的な事項に重点をおき、英語、スペイン語、中国語、韓国

語、フランス語の冊子を作成した。 

３．談話会の実施 

平成 25 年 1 月に消費者団体のリーダー約 100 名を対象とした談話会を開催した。グループ

討論では 91 件の疑問が上った。水の安全性、産直販売の安全性、諸外国との基準値の差が疑

問点の上位を占めた。 

４．外国人観光客・留学生を対象とした意識調査の準備 

次年度実施する予定の英語、中国語、ハングル語、スペイン語、フランス語で作成した、自

己式の質問用紙を作成した。 

 

Ⅳ 考察 

本研究は、京都の宗教関係者や伝統芸能関係者の組織力と全国の関連する寺社や教室を通しての

氏子、檀家、門弟への影響力に着目して開始した。今回約 2 か月間の打ち合わせ期間で、京都府

内に総本山を有する寺院の 3 割から講座への参加が承認された。個々の寺院が全国に 20～40 の教

区を有することを考えると今後の効果の期待できる結果と考える。この要因として、仏教協会の

事務局との綿密な打ち合わせを先行したこと、事務局担当者が研究の必要性を理解し、効果的な

活動方法のシナリオの作成にも参加したこと、活動開始前に仏教協会所属の全寺院へ放射線に関

する啓発文章を事務局経由で配布できたことなどが考えられる。その一方で、神社は神道の持つ

ゼロまで払い去るという基本理念と現存する放射性物質との関係に、神道担当者も苦悩しており、

現時点では活動参加に至らなかった。福島県内の末社の取り組みを紹介し、改めて活動できる方

策を構築することを次年度の課題としたい。また、京都府の伝統芸能の担い手の協力についても、

芸術活動とは相いれないとの理由で組織としての協力は得られていない。しかし、組織の末端、

たとえば青年部の事業としは取り組みの余地があるとのアドバイスを得た。この点も次年度の取

り組みに加えていきたい。宗教関係者には対象集団の状況の事前調査と要となる要因の活動への

取り込みという、新規事業立ち上げ時の基本と同じアプローチが、芸術関係者に関しては、習い

事教室の生徒に近い、組織としては末端かつ改革的な対応が許容される若手からの発信というよ
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うに、全く逆のアプローチが必要と言える。 

リスクコミュニケーター養成講座と談話会は次年度の準備に今年度の主たる活動を置いた。こ

れに向けた冊子作成のための情報収集では、政府、学会関係の公式 HP に掲載されている Q＆A

をすべて抽出した。現段階では大分類を終了し、放射線の住民の健康影響に関する不安が全体の

半数以上を占めることが明らかとなった１）２）３）。省庁また学会横断的にデータを集約できたこと

にも意義があると考えており、次年度は、質問の時期とその時の原発事故の状況や同種の質問に

対する回答の比較などに関する掘り下げた検討を実施して、最終年度に予定している原発事故災

害時の対応の指針に反映させたい。また、完成した日本語と多言語の外国語の冊子については、

次年度、談話会や留学生、外国人学校の教師らとの意見交換を重ね、最終年度に完成版を web 配

信する予定である。特に、研究者側が対応できない中国語や韓国語、スペイン語については、母

国語の学生の率直な意見を上手く反映できるかが、海外から利用される資料の決め手となると考

えており、外国人へのアンケートの実施と合わせて、京都国際交流センターや留学生支援団体な

どにも協力を要請する予定である。 

今年度中に開催したリスクコミュニケーター養成講座と談話会では、いずれも参加者と同じ目

線でのグループ討論に重点を置き、講義形式では得られない発言の抽出に心掛けた。その結果、

養成講座では一人３～４回の質問、談話会でも、ほぼ一人ずつ不安を汲み上げることができた。

現時点では、例えば、農産物直売所の商品の放射性物質管理の手法の確認や、食品の基準値の整

合性など生活に密着した内容が多くを占め、日常生活に漠然とした不安を持ち続けているという

印象を得た。この原因についても、各講座で聞き取りを済ませているが、マスコミ報道の内容が

理解できない、各種講座が一回限定のため身につかないといった声が多かった。次年度の談話会

等の結果と合わせて、有効な情報伝達手法について最終指針で提案したい。 

本研究は日本では過去に例をみない、宗教関係者をリスクコミュニケーターとする手法の効果

を検証するものであるが、世界的に見れば宗教関係者がこのような役割を担う場合が多く、その

効果も、ローマ法王の呼びかけで世界中から東日本大震災の被災者への関心が高まるなど、実証

されている。全国の寺院の総本山や伝統芸能の継承者が多い京都の地の利を生かして、あらたな

放射線のリスクコミュニケーター養成と彼らの活動効果を検証する。また研究結果を活用し、原

発の事故に不安を持つ市民へのアプローチの手法として多くの国で活用できることを前提とした

リスクコミュニケーションの指針を作成したい。 

 

Ⅴ 結論 

宗教関係者や伝統芸能関係者らをリスクコミュニケーターとして活動する効果を検証する目的

で、京都を代表する宗教家や伝統芸術の担い手に放射線に関する正確な情報を伝える講座の開催

と、彼らが身近な人々へ発信する談話会の開催を目指した。今年度は開講準備と資料作成が完了

した。次年度に具体的展開を図り、この成果を世界各国で利用可能なリスクコミュニケーション

の指針とすることをめざす。 

 

Ⅵ次年度の活動概要 

平成 25 年度は以下の研究を展開する。 

１．宗教関係者、伝統芸術関係者等を対象としたリスクコミュニケーター養成講座の開講：H24

年度中に計画した６つの総本山で講座を開講する。また、自治体関係者の希望者にも講座を
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開講する。講座ごとに効果を客観的に評価し、講義内容を検証する。 

２．小冊子の完成：日本語版は、実際の利用者の意見を踏まえ内容を改定し、さらに小冊子の内

容に添った機能マンガや挿絵を京都精華大学に委託し親しみやすく理解し易い内容で完成

する。外国語版は利用者の意見を多方面から収集する。 

３．談話会の実施 ：リスクコミュニケーターを中心としたグループワークを各地で展開する。こ

れらの談話会を指導するために研究協力者または研究参加者を、開催する談話会の規模に合

わせて派遣する。談話会の結果は上記２の作成に反映させる。 

４．外国人観光客・留学生を対象とした意識調査：英語、中国語、ハングル語、スペイン語、フ

ランス語で作成した、自己式の質問用紙を用いてアンケートを実施し、結果を集計する。 

５．初等教育保護者関係者（PTA）への教育：私学協会を通して実施の具体案を完成させる。 

 

引用文献 
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Abstract 

 

Temples that are representative of Kyoto have a large effect in forming the mentality of Japanese. This 

study was begun with the aim of promoting measures to counter radiation health concerns by having the 

clergy of these temples serve as risk communicators with regard to radiation, and verifying the results. 

After taking a class for risk communicators, a plan for mental support for people as they moved toward 

restoration arose spontaneously from the monks. Simple booklets on radiation were prepared for Japanese 

and non-Japanese based on questions and answers in the classes and official websites of academic societies 

and public organizations. These booklets will be go through further revisions and be completed in the 

future. A multilingual questionnaire was also prepared for people from other countries visiting Japan. With 

consideration of the questionnaire results, risk communication guidelines for nuclear accidents, modified to 

match the circumstances of various parts of the world, will be widely disseminated.  
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クコミュニケーションの確立 
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まるごと線量評価に基づく詳細なリスク分析に伴った 
リスクコミュニケーションの確立 

 

宮崎 真(福島県立医科大学 医学部 放射線健康管理学講座・助手) 

 

研究要旨 

東京電力 福島第一原子力発電所は2011年3月11日の東日本大震災の影響による15 mを超える

津波を受けて、大気中に大量の放射性物質を放出した。住民は放射性物質について身近でなく、

ほぼ知識がなかったことから、放射線リスクコミュニケーションが多く実施された。住民が受け

た線量の評価においては、多くの実測があっても、外部被ばくと内部被ばくを含めた個人の総合

的な線量評価を実施していなかったため、多くの住民は今までの放射線リスクコミュニケーショ

ンの内容と自分自身の周りの放射線の状況を結びつけることができなかった。そこで本研究では、

住民が理解しやすく、個人の総合的な線量評価をもとにしたリスク分析による放射線リスクコミ

ュニケーションの確立を目指すこととした。対象者に対してガラスバッチによる外部被ばく線量

の調査とホールボディカウンター（WBC）調査、陰膳調査による内部被ばく線量の調査を実施し

た。対象者の人数は22名で、対象世帯数は7世帯だった。外部被ばくの平均線量は1.3 mSv/yearで

あった。すべての対象者はWBC調査による内部被ばく線量として検出されなかった。陰膳調査に

よる内部被ばくの最大線量は、0.021 mSv/yearであった。外部被ばくと陰膳調査による内部被ばく

との比率は50倍以上であった。しかし、外部被ばくの線量と内部被ばくの線量は季節によって変

化する可能性が解明できていない。このよう外部被ばくと内部被ばくの関連性や季節性を含めた

総合的な被ばく線量の評価ができれば、個人の総合的な線量評価をもとにしたリスク分析による

放射線リスクコミュニケーションの確立が可能であり、外部被ばくと内部被ばくを含めた個人の

年間を通した調査が必要である。 

 

キーワード:リスクコミュニケーション、線量評価、リスク分析、外部被ばく、内部被ばく、 

実効線量 

 

研究者協力者：長谷川 有史・福島県立医科大学 緊急被ばく医療センター 副センター長, 

佐藤 久志・福島県立医科大学 医学部 放射線医学講座 助教, 

熊谷 敦史・福島県立医科大学 災害医療学習センター 副センター長 

 

I 研究目的 

東京電力 福島第一原子力発電所は2011年3月11日の東日本大震災の影響による15mを超える

津波を受けて、大気中に大量の放射性物質を放出した。住民は放射性物質について身近ではなく

知識が乏しかったことから、放射線リスクコミュニケーションが多く実施された。原子力や放射

線被ばくに関するリスクコミュニケーションは、1999年のJCO事故以降に日本各地で本格的に行

われるようになった1）。現在のところ放射線リスクコミュニケーションをする側のリスクコミュニ

ケーターはリスク分析をベースとして、実施している。しかし、リスク分析のもとになる公表デ

ータは、自治体・機関別に断片的な調査法に基づいており、その不確かさは大きな幅をもたざる

を得ない。リスク分析の不確かさは放射線リスクコミュニケーションの質を下げる。そして、多
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くの住民はこのような放射線リスクコミュニケーションを受けても、自分自身の周りの放射線の

状況を理解することができないだろう。また、自治体・機関別の断片的な調査となっている背景

には住民への調査に関する長期間の負担になることが予想されるため、行政主導で総合的な被ば

く線量評価を実施していくには限界がある。そこで、我々は総合的な被ばく線量評価を実施して、

詳細なリスク分析に伴う放射線リスクコミュニケーションが住民に対し必要であるとの考えに至

った。実際に、我々が独自で実施しているアンケートの中でも外部被ばくと内部被ばくなどの放

射線被ばく調査の関連性が理解できないといった意見が多くみられていた。 

そこで具体的に、総合的な放射線被ばく線量評価をするためのポイントを下記に示す。 

1. 外部被ばくや内部被ばくの「関連性」として、チェルノブイリ原発事故以降の調査で年齢やラ

イフスタイルによって外部被ばくが異なるため2）、同一個人における外部被ばくと内部被ばくの割

合の把握と、食事中放射性物質の濃度とホールボディカウンター（WBC）検査の内部被ばく線量

の傾向を明らかにする。 

2. 外部被ばくと内部被ばくの「年間の変動」「週間変動」「日内変動」の変動要因に関して、内部

被ばくはチェルノブイリ原発事故以降の調査で食事中放射能濃度とホールボディカウンターの関

連性が報告されていることから3）、環境要因、食事要因、季節性の要因が関連することが予想でき、

福島県民独自の変動を把握しなければならない。 

よって、福島県の住民における総合的な被ばく線量情報を得るためには年間の線量測定が必要

であり、外部被ばくと内部被ばくの季節性の調査を実施しなければならない。 

最終的には、近隣の地域で同様のライフスタイルを送っている住民に対しても、目安となる被

ばく線量を呈示できる可能性があり、放射線リスクコミュニケーションの波及効果は対象者のみ

に止まらず、全県民に広がると考える。ここから、福島で生活する住民のさらなる安心へつなが

ると考える。 

 

Ⅱ 研究方法 

平成24年度の研究ではどのようにすれば調査を円滑に進められるかについて検討するために、

下記の手法により本研究を実施した。 

 

Ⅱ-1 福島県立医科大学倫理委員会への本研究申請書類の作成 

本研究は非侵襲的でヒトを対象としているため、ガラスバッチによる外部被ばくの測定や陰膳

調査による食事中調査、他にWBC装置を用いて体内のガンマ線放出核種量を測定する検査など、

疫学的な調査としてのインフォームド・コンセントを重視しなければいけない。よって、本研究

は前段階として、当大学の倫理員会に研究の倫理申請を実施した。 

 

Ⅱ-2 世帯を対象としたプレ調査 

1）対象とする研究フィールドの確立 

 対象世帯は福島県内の 5 世帯を予定した。対象者数は約 25 名である。募集期間は 1 か月間と

した。対象世帯の募集方法は、本研究主任研究者：宮崎と研究協力者：長谷川、佐藤、熊谷によ

る推薦とした。推薦基準は各研究者がリスクコミュニケーションを実施している中で知り合い、

個人的なつながりがある世帯とした。その理由は、研究者が個人的に対象世帯へのバックアップ

ができ、かつ、研究者は対象者における本研究協力上の問題点を多く吸い上げるためとした。 
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2）対象者へのパンフレットと各種案内状の作成 

 本調査を実施する上で、参加希望者に調査内容をわかりやすく説明できることが重要であり、

今回はパンフレットと各種案内状を作成した。 

 

3）プレ調査の研究デザイン（案） 

 本調査は、対象世帯の同一個人における 

①外部被ばくに関しガラスバッチによる実測（約 3 カ月間） 

②内部被ばくに関し WBC 検査（3 カ月間のうち 2 回）および陰膳による食事中放射能濃度測定

（3 カ月間のうち 3 回） 

から構成される。（図 1 参照） 

 

図 1 平成 24 年度のプレ調査の研究デザイン（案） 

 

Ⅱ-3 プレ調査の実施方法 

【外部被ばくの測定】 

ガラスバッチを対象世帯の人数分を一括して郵送した。ガラスバッチの所持方法は衣服に身に

着けるか、カバンに入れて持ち歩く方法を指示した。小児の場合、自治体によっては紐を首から

かけてガラスバッチを所持させる方法を指定しているところもあるが、紐により首が締め付けら

れる可能性があるため、この方法は本調査で指示しなかった。 

ガラスバッチは千代田テクノル社製の個人体幹部用 ガラスバッチ広範囲用 FS－GⅠ型ケース

を使用した。検出限界は 0.05 μSv であった。その理由としては、福島県内の多くの市町村で個人

の外部被ばくを測定するために同型のものを使用しているためである。 

 

【WBC 検査】 

本調査ではキャンベラ社製の立位型 WBC 装置 FastScan を使用した。WBC 装置は福島県内に平

成 25 年 1 月現在で 47 台設置されており、キャンベラ社製の立位型 WBC 装置 FastScan は 33 台（約

70％）であった。よって、この装置は福島県内の自治体や病院、検診施設など多くの施設が存在

しており、本調査では内部被ばくのデータとして自治体のデータと整合性が取れるとして、本装

置を使用することとした。 

今回のプレ調査ではキャンベラ社製の立位型 WBC 装置 FastScan が導入され、かつ、平成 24

年 12 月までで約 2 万人の一般市民の WBC 検査の実績がある施設である公益財団法人 福島県労

働保健センター（〒960-0114 福島県福島市沖高字北貴船 1-2 TEL：024-554-1133、FAX：

024-554-5188、URL：http://www.flhc.or.jp）に対象者の WBC 検査を委託した。 
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測定時は、靴を施設の玄関で履き替えてもらい、全例下着以外は脱衣、施設の検査着に着替え

てもらった。また、キャンベラ社製の立位型 WBC 装置 FastScan は身長が 140 cm 以下だと正しく

体内放射能を測定できない。よって、身長 140 cm 以下の対象者には 30 cm 程度の高さの台の上に

乗ってもらって測定をした。（図 2 参照）測定時間は 2 分間とした。 

 

 

 

図 2 キャンベラ社製の立位型 WBC 装置 FastScan による対象者測定風景（左図）、身長が 140 cm

以下の対象者には踏み台の上に乗って測定（右図） 

 

【陰膳調査】 

陰膳は放射線測定法シリーズ 16「環境試料採取法」を参考にした 4）。また、放射能測定法シリ

ーズ 7「ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線スペクトロメトリー」を参考にして、Ge 半導

体検出器により放射能濃度を測定した 5）。 

 

①WBC 検査前の食事 2 日分（朝、昼、夜の 6 食分）の陰膳を各世帯において準備してもらう。

陰膳の準備期間は本研究側で決定した。 

②6 食分の食事ごとに大型のパック（Ziploc フリーザーバック：旭化成ホームプロダクツ社製）

に各世帯で入れてもらい、陰膳が終了するまで、各世帯で冷凍庫に保管してもらった。 

③当講座より宅配便（冷凍クール宅急便：ヤマト運輸株式会社）を指定し、冷凍のまま届くよう

にした。（図 3 参照） 

④各世帯から到着した陰膳は電子天秤（WJ10K：島津製作所社製）により重量を食事ごとに測定

した。（図 4 参照） 

⑤フードプロセッサー（TK410：TESCOM 社製）により食事ごとに細かくして、食事 2 日分をス

テンレス容器に移し、撹拌、均一にした。（図 4 参照） 

⑥均一にした食事をフリーズドライ装置（FZ-6FPV：LABCONCO 社製）によって脱水した。（図

5 参照） 

⑦脱水した食事を Ge 半導体検出器専用容器（U-8 容器：アズワン社製）に入れて、Ge 半導体検

出器（ガンマ線スペクトロスコピー装置：キャンベラ社製）で約 30000 秒測定し、検出限界を

1 Bq/kg 以下とした。（図 6 参照） 

⑧測定後は、スペクトル解析を専用のソフト（スペクトルエクスプローラ Ver. 1.693：キャンベラ

社製）で実施し、食事中の放射能濃度を決定した。 

尚、本研究で使用したすべての装置は最低年 1 回のペースで業者による定期点検を受けている。

踏み台 
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また、今回使用した Ge 半導体検出器は、標準線源（421 タイプ混合核種：日本アイソトープ協会）

により校正をしてある。 

 

 
図 3 対象世帯の食事 2 日分（朝、昼、夜の 6 食分）の陰膳。冷凍されて当講座に届いた状態。 

 

 

図 4 食事 2 日分（朝、昼、夜の 6 食分）の重量測定（左図）とフードプロセッサーによって細

断して、ステンレス容器の中で撹拌、均一化の作業（右図）。 

 

 
図 5 食事 2 日分（朝、昼、夜の 6 食分）をフリーズドライ装置による真空凍結乾燥の作業。 
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図 6 本研究で使用した Ge 半導体検出器（左図）、Ge 半導体検出器測定用の放射線遮蔽容器内へ

の U-8 容器のセッティング風景（右図） 

 

【プレ調査におけるアンケート】 

本調査のアンケートには、以下の項目が含まれる。 

 

 

 

これらの内容を調査終了後に対象者に対して、記入してもらった。 

 

Ⅱ-4 プレ調査の結果解析方法 

【対象世帯、対象者の内訳】 

 プレ調査における対象者の一覧を示す。解析項目としては住所別の人数、年齢と性別、身長、

体重と BMI とした。 

 

【ガラスバッチ調査の結果】 

 対象者に実施したガラスバッチの調査結果を示す。 

本研究のプレ調査で示す実測値（mSv/year）は対象者に配布しているガラスバッチの計測値に、

（12 カ月／測定期間）を乗ずることによって年間積算線量に換算したものである。また、固定点

の空間線量率からの推計値（mSv/year）は、文部科学省、福島県が固定点（対象世帯住所の半径

3km 以内の場所）で実施している空間線量率の、ガラスバッチ測定期間と同じ時期の測定値から、

毎日屋外に 8 時間、屋内に 16 時間（建物の遮蔽係数 0.4）6）として、年間積算線量を推計したも

のである。本研究のプレ調査で示す実測値（mSv/year）と固定点の空間線量率からの推計値

（mSv/year）の比率も計算した。 

 

【WBC 検査の結果】 

 対象者に実施した WBC 検査の結果を示す。放射性セシウムと放射性カリウムの値は対象者の

放射能量（Bq）と、対象者の体重で除した放射能濃度（Bq/kg）で示す。 

 

【陰膳調査の結果】 

身長、体重、ガラスバッチ調査に関する内容、WBC 検査に関する内容、 

陰膳調査に関する内容、放射線に関する理解度 
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 対象者に実施した陰膳の調査結果を示す。放射性セシウムと放射性カリウムの値は放射能濃度

（Bq/kg）と、対象者世帯から提供された 1日の食事量で除した 1日の食事中の放射能濃度（Bq/day）

を計算した。また、ICRP Pubulication 72 より 1 年間の放射性セシウム摂取による預託実効線量

（mSv）を計算した 7）。 

 

【各調査の関連性の解析】 

 各調査における外部被ばくと内部被ばくの関連性、内部被ばくでも WBC 検査と陰膳調査の関

連性などを解析する。今回は福島第一原発事故に伴い放出された放射性セシウム（Cs134、Cs137）

がターゲットであるが、自然界に存在する放射性カリウム（K40）の解析も追加した。また、必

要に応じて、解析時に対象者間の個体差を抑えるために住所、年齢、BMI と性別などを交絡要因

として処理するため、多変量解析を実施した。相関関係はピアソンで解析した。 

統計処理解析は有意水準 5％として、ウインドウズ版 JMP：version 9.0.2 を使用した。 

 

【プレ調査におけるアンケートのまとめ】 

 ガラスバッチ調査、WBC 検査と陰膳調査を実施した後の対象者の意見をまとめた。 

 

(倫理面への配慮)  

本研究は福島県立医科大学倫理委員会の承認を受けている。（No.1573） 

 

尚、本研究の倫理面への配慮について詳細を下記に示す。 

 

1) 対象者の人権の擁護 

1. 本研究は、この研究についての説明を受け、参加することに同意した者のみを対象者とする。 

2. 同意を得た対象者が、本研究の開始後に参加を中止する旨の希望を申し出た場合、その意思

を尊重する。 

3. 本研究への参加・不参加は、対象者の自由意思によるものであり、参加に同意しない場合又

は参加を中止した場合でも不利益は受けない。 

4. 対象者は、研究参加同意後であっても、再度本研究についての説明を受け、または、質問す

ることができる。そのことについても、対象者は不利益を受けない。 

 

2) 対象者に理解を求め、承諾を得る方法 

1. 対象世帯の募集を各福島県内の自治体に協力を依頼し公募するため、協力していただける世

帯の全員に対して、自治体の会場（公民館など）に赴き、詳細な説明の上、理解を求める。 

2. 説明方法は研究方法や日程を文書により説明する。 

3. インフォームド・コンセントの後に承諾書に世帯ごと全員の自署があった時点で、本調査に

同意したものとみなす。 

 

3) 個人情報の取扱い 

本研究の線量測定結果は、対象者又は代理人からの請求に基づく情報の開示があった場合に

迅速に対応するため、連結可能匿名化とする。具体的には、個人情報の用紙に番号を付したデ
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ータを作成の上、連結可能匿名化のデータベースを作成する。このデータベースは、他のコン

ピュータから切り離されている（インターネットにつながっていない、他のコンピュータと共

有されていない）コンピュータを使用して作成し、最終的に外部記録媒体に保管する。個人情

報や質問用紙、線量測定結果は、講座内の施錠できる保管庫に保管し管理する。連結可能匿名

化したデータも厳重に管理する。また、解析結果は、集計、分析された形で公表することとし、

個人が特定できるような形での公表は一切行わない。 

 

4) この研究によって生じる可能性のある、対象者にとっての危険性又は不利益事項 

本調査にて実施する調査において対象者への危険性や直接的な侵襲性はないと考える。 

その他の予想される軽微な不利益事項を下記に示す。 

1. 開始時の説明と問診票の記載には30-45分を要する。 

2. 対象者には小型のガラスバッチの着用による日常的な管理が求められる。 

3. 陰膳の作成による手間がかかる。 

4. WBC検査を受診するため、検査時間（約3分間）や移動時間がかかる。 

上記以外の予想外の事項が実際に生じた場合、または生じると予知し得た場合の対応としては、

当講座に本調査に関する専用相談窓口を設置し、対象者からの問い合わせに対して随時対応する。 

 

Ⅲ 研究結果（構成:研究等の結果・成績・当該年度の研究成果が明らかになるよう具体的に記入

すること） 

 

Ⅲ-1 福島県立医科大学倫理委員会への本研究申請書類の作成 

 本大学倫理委員会への申請内容を「Ⅱ 研究方法」の（倫理面への配慮）に記載する。 

 

 倫理委員会からの指摘修正事項は、以下の通りである。 

1）専門用語を対象者にわかりやすくするために、かみ砕いた言葉にすること。ただし、用語を使

用しなければならない場合には、意味を分かりやすく記載すること。 

2）対象者となっている福島県民は放射線による不安や悩みを抱えている可能性があり、対象者の

負担にならないような研究内容とすること。特に、アンケートなどは福島県からも記入の依頼が

対象者に来ている可能性があり、本研究における初回質問票や行動記録票などは簡単に記載でき

るようなものであること。 

 

 以上の指摘修正事項をふまえ、倫理委員会への申請書類を作成し、承認を受けるまでに平成24

年10月下旬から12月下旬までの2カ月間を要したため、本研究におけるプレ調査の開始がおくれて

しまった。 

 また、図7に参加希望世帯の代表者に対して本研究内容を説明している風景を示す。本研究では

対象者（世帯の代表）とFace to Faceに接することによって、研究の内容をよく理解してもらい、

本研究に不安や心配ごとが無いように取り組んだ。今回は10世帯の参加希望の代表者に本研究の

説明をして、7世帯の参加があった。 
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図7 参加希望世帯の代表者に対して本研究内容を説明している風景 

 

Ⅲ-2 世帯を対象としたプレ調査内容 

1）対象とする研究フィールドの確立とプレ調査の実施内容 

対象世帯は福島県内の 7 世帯であった。対象者数は 22 名であった。募集期間は 1 か月間であっ

た。当大学倫理委員会における申請書類の承認が遅れてしまったため、本研究におけるプレ調査

の内容を計画段階から小規模に修正し、図 8 のように実施した。 

①ガラスバッジによる実測（約 2 カ月間） 

②WBC 検査（2 カ月間のうち 1 回）および食事中放射能濃度測定（2 カ月間のうち 1 回） 

 

 

図 8 プレ調査の実施内容 

 

2）対象者へのパンフレットと各種案内状の作成 

 本調査を実施する上で、参加希望者に調査内容をわかりやすく説明できることが重要であり、

本調査に先駆けてパンフレットと各種案内状を作成した。参加希望者への説明用のパンフレット

について図9に示す。 

 

 
図9 参加希望者への説明用のパンフレット（見開き両面） 
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Ⅲ-3 プレ調査の結果解析 

【対象世帯、対象者の内訳】 

 図 10にプレ調査における対象者の人数を示す。福島市からの参加は 3世帯の 2名ずつであった。

川俣町と本宮市からは1世帯ずつの参加であった。二本松市の対象世帯は3世代での参加だった。

川俣町から参加した対象世帯は母と子で参加だった。大玉村の参加世帯は、2 世代で参加してく

れた。それ以外の世帯は、夫婦のみでの参加であった。 

 参加者の男女における人数は、それぞれ 11 名ずつであり、50 %ずつの割合であった。年齢帯

としては、0-9 歳が 3 名、10-19 歳が 1 名、30-39 歳が 6 名、50-59 歳が 3 名、60-69 歳が 5 名で 70

歳以上が 4 名であった。（表 1 参照）夫婦での参加の場合には、子育てが終わった世帯の参加であ

ったため、60 歳代以上の人数が多かった。また、30 歳代では子供と一緒の参加であった。 

 表 2 に対象者の身長と体重、BMI の分布を示す。身長は平均 152.6 cm、標準偏差 18.7 cm で、

93.0 cm から 174.5 cm の範囲であった。体重は平均 52.1 kg、標準偏差 16.2 kg で、13.7 kg から 85.0 

kg の範囲であった。BMI は平均 21.8、標準偏差 4.6 で、13.2 から 34.5 の範囲であった。 

 

 
図 10 自治体ごとの対象者の人数分布 

 

表 1 対象者の性別と年齢の分布 

年齢 
0-9

歳 

10-19

歳 

20-29

歳 

30-39

歳 

40-49

歳 

50-59

歳 

60-69

歳 

70歳以

上 
合計 

男性 2 0 0 3 0 1 3 2 11 性

別 女性 1 1 0 3 0 2 2 2 11 

全体 3 1 0 6 0 3 5 4 22 

 

表 2 対象者の身長と体重、BMI の分布 

 平均 標準偏差 最小値 25 %タイル 中央値 75 %タイル 最大値

身長(cm) 152.6 18.7 93.0 143.8 158.0 164.0 174.5 

体重(kg) 52.1 16.2 13.7 42.0 54.5 63.0 85.0 

BMI 21.8 4.6 13.2 19.5 21.5 22.8 34.5 
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【ガラスバッチ調査の結果】 

 対象者に実施したガラスバッチの調査結果を表 3 に示す。 

外部被ばく調査の結果、対象者 22 名中 8 名で検出限界以下だった。また、ガラスバッチ調査の

実測による年間被ばく線量は、同じ対象世帯内でもばらつきがあった。本研究のプレ調査で示す

実測値（mSv/year）は固定点の空間線量率からの推計値（mSv/year）よりも 11 名で高い傾向であ

った。また、実測値（mSv/year）と固定点の空間線量率からの推計値（mSv/year）の比率はおお

よそ 1.3 倍であった。 

 

表 3 各対象者の外部被ばく線量の実測値と推計値とそれらの比率 

ID 
ガラスバッチの 

実測値（mSv/year）

固定点の空間線量率から

の推計値（mSv/year） 

実測値と推計値の

比率 

P011 1.22 0.59 2.1 

P012 1.01 0.59 1.7 

P021 1.15 1.34 0.9 

P022 1.34 1.34 1.0 

P031 2.19 1.10 2.0 

P032 1.46 1.10 1.3 

P033 1.46 1.10 1.3 

P034 1.46 1.10 1.3 

P035 1.46 1.10 1.3 

P036 1.22 1.10 1.1 

P037 1.46 1.10 1.3 

P038 1.22 1.10 1.1 

P041 0.97 1.09 0.9 

P042 0.97 1.09 0.9 

P051 N.D. 0.65 - 

P052 N.D. 0.65 - 

P053 N.D. 0.65 - 

P054 N.D. 0.65 - 

P061 N.D. 1.58 - 

P062 N.D. 1.58 - 

P071 N.D. 1.22 - 

P072 N.D. 1.22 - 

全体* 1.33±0.30 1.04±0.29 1.3±0.4 

N.D.：検出限界以下、＊：平均±標準偏差 

 

【WBC 検査の結果】 

 対象者に実施した WBC 検査の結果を表 4 に示す。対象者のうち 1 名は、寝たきりで高齢であ

ったため、WBC検査を受けることができなかった。よって 21名のWBC検査の結果となる。Cs134、
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Cs137 ともに全員で検出されなかった。K40 は全員で検出され、平均で 2834.5 Bq であった。K40

の最大値は 4288 Bq、最小値で 1054 Bq であった。体重あたりの K40 の放射能は平均で 58.7 Bq/kg 

であり、最大値が 143.0 Bq/kg、最小値が 32.3 Bq/kg であった。最大値の 143.0 Bq/kg となった対

象者は 3 歳で身長が 93 cm であった。それ以外の対象者の身長は 140 cm 以上であった。 

 

表 4 WBC 検査の結果 

体内放射能 （Bq） 体重あたりの放射能 （Bq/kg）
対象者 ID 

Cs134 Cs137 K40 Cs134+Cs137 K40 

P011 N.D. (<128) N.D. (<160) 1691 N.D. 39.3 

P012 N.D. (<130) N.D. (<161) 2123 N.D. 57.4 

P021 N.D. (<142) N.D. (<181) 3927 N.D. 62.3 

P022 N.D. (<131) N.D. (<165) 1696 N.D. 33.3 

P031 N.D. (<143) N.D. (<377) 3425 N.D. 57.1 

P032 N.D. (<134) N.D. (<162) 2535 N.D. 60.4 

P033 N.D. (<135) N.D. (<167) 4079 N.D. 74.2 

P034 N.D. (<135) N.D. (<163) 3310 N.D. 64.9 

P036 N.D. (<134) N.D. (<171) 2017 N.D. 49.2 

P037 N.D. (<134) N.D. (<164) 1054 N.D. 52.7 

P038 N.D. (<127) N.D. (<158) 2002 N.D. 143.0 

P041 N.D. (<141) N.D. (<197) 4288 N.D. 60.0 

P042 N.D. (<133) N.D. (<168) 2745 N.D. 32.3 

P051 N.D. (<143) N.D. (<168) 2835 N.D. 52.5 

P052 N.D. (<139) N.D. (<165) 3678 N.D. 66.9 

P053 N.D. (<134) N.D. (<166) 2419 N.D. 35.6 

P054 N.D. (<127) N.D. (<160) 2711 N.D. 55.3 

P061 N.D. (<123) N.D. (<165) 3410 N.D. 50.9 

P062 N.D. (<125) N.D. (<156) 2755 N.D. 48.3 

P071 N.D. (<132) N.D. (<377) 3978 N.D. 79.6 

P072 N.D. (<126) N.D. (<165) 2847 N.D. 56.9 

全体*   2834.5±865.0  58.7±22.4 

N.D.：検出限界以下、カッコ内：測定時の検出限界値（Bq/kg）、＊：平均±標準偏差 

 

【陰膳調査の結果】 

 対象世帯の陰膳の調査結果を表 5 と表 6 に示す。表 5 より Cs134 の放射能濃度は 7 世帯中 2 世

帯で検出された。その値は、0.68 Bq/kg と 0.99 Bq/kg であった。また、Cs137 の放射能濃度は 7

世帯中 1 世帯で検出された。その値は、1.34 Bq/kg であった。K40 の放射能濃度は 7 世帯すべて

で検出され、30.1 Bq/kg から 43.9 Bq/kg の値の範囲であった。 
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 表 6 に対象世帯の 1 日の食事量と 1 日の食事中の放射能濃度、1 年間の放射性セシウム摂取に

よる預託実効線量の結果を示す。対象世帯の 1 日の食事量は平均で 1041.4 g であり、640 g から

1554 g の範囲であった。この 1 日の食事量をもとに、1 日の食事中の放射能濃度を求めると、

Cs134+Cs137 の放射能濃度は、0.7 Bq/day と 3.6 Bq/day であった。さらに、1 年間の放射性セシウ

ム摂取による預託実効線量を求めると、0.0049 mSv と 0.0206 mSv となった。同様に K40 の放射

能濃度は、平均で 30.8±13.2 Bq/day であり、27.1 Bq/day から 68.2 Bq/day の範囲であった。 

 

表 5 陰膳の放射能濃度の測定結果 

陰膳の放射能濃度（Bq/kg） 
対象世帯の ID 

Cs134 Cs137 K40 

P010 N.D. (<0.66) N.D. (<0.87) 30.1 

P020 0.68 N.D. (<0.84) 39.0 

P030 N.D. (<0.75) N.D. (<0.96) 35.9 

P040 0.99 1.34 43.9 

P050 N.D. (<0.80) N.D. (<0.91) 30.8 

P060 N.D. (<0.62) N.D. (<0.75) 31.9 

P070 N.D. (<0.67) N.D. (<0.91) 42.4 

全体*   38.0±13.2 

N.D.：検出限界以下、カッコ内：測定時の検出限界値（Bq/kg）、＊：平均±標準偏差 

 

表 6 対象世帯の 1 日の食事量と 1 日の食事中の放射能濃度、1 年間の放射性セシウム摂取による

預託実効線量の結果 

1 日の食事中の放射能濃度 

（Bq/day） 
対象世帯の

ID 

1 日の食事量 

（g） 
Cs134+Cs137 K40 

1 年間の放射性セシウ

ム摂取による預託実

効線量（mSv） 

P010 965 N.D. 29.0 N.D. 

P020 1043 0.7 40.7 0.0049 

P030 878 N.D. 31.5 N.D. 

P040 1554 3.6 68.2 0.0206 

P050 1240 N.D. 38.4 N.D. 

P060 970 N.D. 30.9 N.D. 

P070 640 N.D. 27.1 N.D. 

全体* 1041.4±267.6 - 30.8±13.2 - 

N.D.：検出限界以下、-：データなし、＊：平均±標準偏差 

 

【各調査の関連性の解析】 

 本研究でのプレ調査では外部被ばくと WBC 検査による内部被ばくの関連性を解析することが

できなかった。また、表 7 より陰膳調査で有意な値を計測した対象者では、外部被ばくの線量が

内部被ばくに比べて 50 倍から 300 倍の範囲だった。 
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放射性セシウムの内部被ばくにおける WBC 検査と陰膳調査の関連性を解析する予定であった

が、WBC 検査がすべての対象者において検出限界以下であったので解析できなかった。一方で

自然界に存在する放射性カリウム（K40）濃度による WBC 検査と陰膳調査の関連性を解析したと

ころ、有意な関係性は認められなかった。（図 11 参照）また、多変量解析により住所、BMI、年

齢、性別で調整して放射性カリウム（K40）濃度による WBC 検査と陰膳調査の関連性を解析した

が、rp=0.342 (p=0.129)となり有意な関係性は認められなかった。 

 

表7 同一個人の外部被ばく線量と内部被ばく線量の比率 

対象者ID 
外部被ばく線量

（mSv/year）*1 

内部被ばく線量

（mSv/year）*2 

同一個人の外部被

ばく線量と内部被

ばく線量の比率 

P021 1.15 0.0049 234 

P022 1.34 0.0049 273 

P041 0.97 0.0206 47 

P042 0.97 0.0206 47 

*1 ガラスバッチ調査からの実測値をもとにした外部被ばく線量 

*2 陰膳調査で有意な値が検出された対象世帯の1年間の放射性セシウム摂取による預託実効線量 

 

 
図 11 1 日の食事中の放射能濃度と WBC 検査による放射性カリウムの量 

 

【プレ調査におけるアンケートのまとめ】 

22 名の対象者のうち 1 名は、寝たきりで高齢であったため、アンケートに回答することができ

なかった。ガラスバッチ調査、WBC 検査と陰膳調査について表 8 に結果を示し、詳細な意見に

ついて下記に示す。さらに、本研究に参加して自分の身の周りの放射線に関する理解度の変化の

結果について表 9 に示す。 

 

○ガラスバッチ調査について 

ガラスバッチ調査では、すべての対象者で参加に対する抵抗がなかった。しかし、ガラスバッ

rp=0.253 

p=0.269 
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チを自宅や車の中に放置するケースも見られた。さらに、小学生の参加者では学校から配られた

ガラスバッチと本研究でのガラスバッチ 2 個を持つことがあった。3 歳児の対象者では普段面倒

を見ている祖父母がガラスバッチを持っていたケースもあった。 

 

○WBC 検査について 

WBC検査においても、参加に抵抗がない傾向にあった。しかし、特定の施設まで受けに行くの

が面倒といったことや、WBC検査で着替えるのが面倒、自分の自治体でも受けているので何度も

受けるのが煩わしいといった意見があった。 

 

○陰膳調査について 

陰膳調査では参加に抵抗を示す対象者もいたが、大部分の対象者が参加に抵抗ないようであっ

た。参加に抵抗を示す対象者の意見としては、手抜き料理をしているので他人に食事を見られた

くないが1名、ひとり分多く作ることがとても大変が2名であった。 

 

○本研究に参加して自分の身の周りの放射線に関する理解度の変化について 

対象者のうち12名が以前と自分の身の周りの放射線に関する理解度が変化しない傾向にあった

とした。しかし、9名が以前と比べて自分の身の周りの放射線に関する理解度が深まったと内容と

なった。 

 

○その他の意見として 

対象世帯の代表者（参加希望で説明を受けた人）が「協力してくれ」と言うからやったという

意見が21名中6名で見られた。また、各調査の期日を守るのが厳しいといった意見もあった。 

 

表8 各調査項目における対象者の参加意識状況（人数） 

項目 
抵抗が 

ある 
やや抵抗 ふつう 

あまり 

抵抗ない

抵抗が 

ない 
合計 

ガラスバッチ調

査に参加して 
0 0 2 2 17 21 

WBC 調査に 

参加して 
0 0 1 0 20 21 

陰膳調査に 

参加して 
0 1 1 0 19 21 

 

表9 各本研究に参加して以前よりも自分の身の周りの放射線に関する理解度の変化 

 
理解が深

まらない 

あまり理解

できない 
ふつう 

少し理

解した

理解が深

まった 
合計 

人数 2 2 8 1 8 21 
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Ⅳ 考察 

Ⅳ-1 対象世帯を対象としたプレ調査 

 今回の研究では、本学への倫理員会の申請、承認が長引き、プレ調査を小規模なデザインに変

更せざるを得なかった。しかし、被ばく線量調査も当初予定していた結果を達成することができ

た。よって、小規模であったとしても、平成25年度に計画している大規模調査前に十分なノウハ

ウを形成に達したと考える。 

 

Ⅳ-2 プレ調査の結果解析 

【ガラスバッチ調査の結果】 

 本研究のプレ調査でも福島県内の自治体での調査と同じ傾向が見られ年間被ばく線量 20 mSv

を超える対象者はいなかった。外部被ばくによる線量は、「１日の滞在時間を屋内 16 時間、屋外

8 時間と想定し、また、屋内における木造家屋の低減効果を考慮して推計」の値として、空間線

量率の 3.8 μSv/h を年間被ばく線量 20 mSv に相当するとしている。そして、各自治体では外部被

ばく線量の現状を知るために、ガラスバッチによる線量測定が実施されている。現在福島県内の

自治体での調査では年間被ばく線量 20 mSv に相当する住民は皆無であり、ガラスバッチ調査に

よって、住民の安全、安心が確保されていることがよくわかる 8）。 

ガラスバッチ調査の実測による年間被ばく線量は、同じ対象世帯内でもばらつきがあった。こ

れは、世帯の中のライフスタイルの違いに起因すると考える。例えば、車を使って大きな区域を

通勤する対象者と小学生や中学生などの学生で決まった区域のみを移動する対象者では異なるこ

とが考えられた。 

さらに、本研究のガラスバッチ調査からの実測値は対象者が住んでいる地域の固定点の空間線

量率よりも高い傾向となった。これは、自治体によって進捗状況が異なるが、平成 25 年 1 月末時

点で公共施設は 90 %以上の施設で除染が終了している 9）。一方で、住宅では除染の達成率が 50 %

以下で、特に、福島市の住宅では除染達成率が 15 %程度である 9）。よって、固定点となっている

モニタリングポストの周辺は公共施設の敷地内に設置されているため、ガラスバッチ調査による

実測値よりも固定点の空間線量率をもとにした推計値の方が除染の影響により空間線量率が低く

なっている可能性が考えられる。 

 

【WBC 検査の結果】 

 WBC 装置は内部被ばく検査をするには簡便であり、福島県内の自治体で住民を対象に積極的

に実施されている。福島県内で多くの自治体が検査をしている中で、詳細なデータをまとめて報

告している。例えば、南相馬市立総合病院の WBC 検査の結果で原発事故初期から半年間の間で

は、成人で 34.6 %、小児で 16.4 %において 1 Bq/kg 以上の検出が認められている 10）。しかし、原

発事故から 2 年近くを経過している現在では、Cs134、Cs137 とも生物学的半減期が約 100 日であ

るため、急性の内部被ばくによる放射性物質の蓄積はなくなり、食事からによる慢性の内部被ば

くに移行していると考えられる。さらに、南相馬市立総合病院の WBC 検査の結果では、平成 24

年 4 月 1 日から 9 月 30 日の間の 8656 名を対象として検出限界を超えて有意に検出された方は全

体の 3.43 %であった 11）。ひらた中央病院の WBC 検査の結果では、平成 24 年 4 月 1 日から 7 月

31 日の間の 8200 名を対象として検出限界を超えて有意に検出された方は全体の 0.89 %であった
12）。 
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 本研究のプレ調査では、WBC 検査で放射性セシウムが検出されることはなかった。福島県内

の WBC 検査結果を見てわかるように、検出されるのは対象者全体の 1 %から 3 %であり、本研究

で平成 25 年度に予定している 300 名規模の調査でなければ、WBC 検査で放射性セシウムが検出

されることはない。しかし、チェルノブイリ原発事故後の調査により、ミュンヘン在住の 50 歳

代の男性を事故直後から継続して WBC 検査したところ、秋にきのこを採取して食べていたため、

秋になると内部被ばくが増える現象が見られた 2）。よって、福島県においても時期によって摂取

する食品の種類が変わると内部被ばく線量も上昇することが考えられるため、年間を通して WBC

検査をしていく必要があると考える。 

 

【陰膳調査の結果】 

 1 日の食事量は平成 22 年国民健康・栄養調査報告より、成人で約 1.8 kg の摂取があることがわ

かっている 13）。しかし、本研究のプレ調査において平均 1 kg 程度であった。これは、本研究のプ

レ調査で作成した書類が、陰膳を作成する上での細かい注意点を記載していなかった可能性が考

えられる。この部分においては、今後改善していきたいと考えている。 

 本研究のプレ調査において、放射性セシウム濃度は最大で 2.3 Bq/kg であった。また、1 日の食

事中の放射性セシウム濃度は最大で 3.6 Bq/ day であった。京都大学の研究では、平成 23 年 12 月

末までに福島県内で 26 世帯の陰膳調査を実施し、1 日の食事中の Cs134、Cs137 ともに 25 世帯で

検出された。1 日の食事中の Cs134、Cs137 の濃度は、2.0±1.6 Bq/day、2.5±2.0 Bq/day（平均±標準

偏差）であった。1 日の食事中の Cs134、Cs137 の 95％タイル濃度は、5.9 Bq/day、 7.4 Bq/day で

あった 14）。本研究のプレ調査で 1 日の食事中 7 世帯中の Cs134、Cs137 は各 1 世帯と 2 世帯で検

出されたことから、約 2 年間で大幅に摂取による内部被ばくが減少したことが考えられる。 

また、福島県における日常食の放射性物質モニタリング調査結果（第 2 期）によると、平成 24

年 9 月 16 日から 11 月 16 日の期間で県内 7 方部の一般世帯から選定した 77 人を対象にしたとこ

ろ、77 試料中 56 試料（約 73 %）で検出された。その濃度範囲は 0.07～171 Bq/kg であった。ま

た、日常食から 1 日当たりに摂取される放射性セシウムの量は、0.07～430 Bq/ day であった 15）。 

 以上のことから考えると、食事中放射性セシウムの濃度は検出できないほど低く推移している

ことが考えられるが、福島県内の季節による食事中放射性セシウムの濃度変動は、いまだ解明さ

れていないため、平成 25 年度の本研究の調査で実施したいと考えている。 

 

【各調査の関連性の解析】 

 陰膳調査で有意な値を計測した対象者では、外部被ばくの線量が内部被ばく線量に比べて 50

倍から 300 倍の範囲で高いことが分かった。しかし、今回の調査では対象者の人数が足りないた

め、傾向を出すには至らなかった。この点について有識者との打ち合わせの結果、どのような要

因が関係するのか、この傾向が解明できれば、放射線リスクコミュニケーションの重要なポイン

トとなりえると考えるとの結論に至った。 

 国連科学委員会（UNSCEAR）の 1988 年のレポートではチェルノブイリ事故後最初の 1 年間の

土壌の汚染度と WBC 検査の値がよく比例している結果が示されている 16）。ここから推測するに、

外部被ばくと陰膳調査による内部被ばくも比例するだろう。日本の場合には食品中放射能濃度の

厳しい流通制限があるため、チェルノブイリ事故後のような状況にならないことが考えられる。

しかし、福島県の住民の場合、タケノコ、山菜やきのこなど土地に生える食品を摂取する可能性
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があるため、季節に応じた調査を実施しなければいけないと考える。 

自然界に存在する放射性カリウム（K40）濃度による WBC 検査と陰膳調査の関連性を解析した

ところ、有意な関係性は認められなかった。また、住所、BMI、年齢、性別で調整して放射性カ

リウム（K40）濃度による WBC 検査と陰膳調査の関連性を解析してみても、有意な関係性は認め

られなかった。今回の結果は、本研究プレ調査における陰膳作成法の案内書が具体的でなく、陰

膳作成の詳細な解説をしなかったことも関連すると考える。また、摂取カリウムの量は世帯で同

じ食事をしていれば近くなると考えられるので、本研究プレ調査における対象者人数の不足によ

り強いバイアスがかかってしまったと予想する。 

 

【プレ調査におけるアンケートのまとめ】 

○ガラスバッチ調査について 

ガラスバッチ調査では、多くの自治体が継続、実施しているため、小学生などの調査ではガラ

スバッチを重複して持ってしまうことが、今後も考えられる。ガラスバッチのメーカーが同じで

あった場合、誤って本研究のガラスバッチを自治体に提出してしまう恐れがあり対策が必要であ

る。また、家や車の中に放置する場合もあったが、なるべく持ち歩きやすく、煩わしくないよう

なガラスバッチのケースなど工夫が必要であることが考えられる。 

 

○WBC 検査について 

WBC検査もガラスバッチ調査と同様に自治体で広く実施されており、何度もWBC検査を受けて

いる対象者も存在し、受けるのが煩わしいといった意見もあった。この点においては、食事によ

って体内の放射性物質濃度が変わることを説明の時点できちんと明記して、対象者に理解を求め

たい。また、WBC検査の施設までの移動だが、次回からはより多くの施設でWBC検査が受けられ

るように、多くの施設に参加を求めたい。着替えに関しても、WBC検査で衣服に放射性物質が付

着していると内部被ばくとしてカウントされてしまうため、この点においても対象者への説明の

段階で理解を求めたい。 

 

○陰膳調査について 

陰膳調査ではひとり分多く作ることがとても大変という意見があったが、この点を改善できる

ようにしていきたい。平成25年度の本研究では2日間の陰膳調査であったが、期間を短縮すること

や複数日にまたいで2日分を採集してもらうといったことを考えている。ただし、世帯を対象とし

ているため、対象世帯の代表者が積極的に取り組んでくれれば、大きな抵抗はないと考える。 

 

○本研究に参加して以前よりも自分の身の周りの放射線に関する理解度の変化について 

対象者のうち12名が以前と自分の身の周りの放射線に関する理解度が変化しない傾向にあった。

本研究に参加したことによる理解度の変化はガラスバッチ調査、WBC検査と陰膳調査を複数回繰

り返しすることによって変化が起こると考える。よって、プレ調査1回限りでこの部分について結

論を出すことができない。 

また、9名が以前と比べて自分の身の周りの放射線に関する理解度が深まったとした要因として

は、ガラスバッチ調査、WBC検査と陰膳調査のいずれか、もしくは、すべてが初体験であり、自

分の身の回りの放射能濃度がわかり、今までリスクコミュニケーションやマスコミ等で言われて
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いた放射能濃度と比較できたことが考えられる。 

 

○その他の意見として 

対象世帯の代表者（参加希望で説明を受けた人）が言うからやったという意見が21名中6名で見

られたが、この意見は重要であると考える。対象世帯の代表者に積極的な参加の意思があれば、

同じ世帯の家族も対象者として協力してくれる可能性がある。このような住民は今ままで、放射

線に関して興味がなく、自治体の調査にも参加していなかった可能性があるため、このようにし

て住民の間に放射線に関する知識が根付くことは大変良いことと考える。 

 また、期日を守るのが厳しかったといった意見があったが、本研究のプレ調査は 2 カ月間で終

わるようにデザインを組みなおしたため、タイトなスケジュールとなった。平成 25 年度の調査で

は余裕のあるスケジュールになるように考慮して実施していきたい。 

 

V 結論 

詳細なリスク分析に伴ったリスクコミュニケーションの確立のために、福島県内の7世帯、22

名を対象として、対象者にはガラスバッチ調査、WBC調査と陰膳調査を実施した。同一人物にこ

れらの調査をすべて実施することは行政などの自治体でやっていなかった。今回、同一人物にお

いて外部被ばく線量は、陰膳調査による内部被ばく線量の50倍以上であることが示唆された。外

部被ばく、内部被ばくともに季節に合わせて変化することが予想されるため、年間を通した同一

人物における調査が必要である。このような点を含めた総合的な被ばく線量の評価ができれば、

正確な放射線リスクコミュニケーションが実施でき、住民の安心につながる。さらに、本年度の

調査によって、対象者への説明内容書類の改善点がわかり、平成25年度の調査へつなげていきた

い。 

 

Ⅵ 次年度以降の計画 

本研究は同一個人の総合的な被ばく線量調査（外部被ばくと内部被ばくの調査）を実施し、個

人の理解度の変化を調査する前後で比較することによって、住民が理解しやすいリスクコミュニ

ケーションを確立することである。 

 

平成24年度：倫理委員会申請作業と総合的な被ばく線量調査、調査に関する打ち合わせを実施

した。実施した中でパンフレットの改善ポイントや総合的な被ばく線量調査の着

眼点が理解できた。 

平成25年度：年間を通した総合的な放射線被ばくの調査とその実施前後の理解度のアンケート

を実施する。 

平成26年度：検査結果の分析と詳細なリスク分析を行うとともに、いかにリスクコミュニケー

ションにこれらの取り組みが生かされたのかの評価を行う。また学会発表や自治

体への働きかけ、住民に対するパンフレットを作成する。 

 

この研究に関する現在までの研究状況、業績：なし 
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Abstract 
 

On March 11, 2011, numerous radioactive materials were released in the atmosphere by Tokyo 
Electric Power Company’s Fukushima Daiichi nuclear power plants due to tsunami damage. The 
tsunami was as high as 15 m caused by the Great Tohoku Earthquake. Since residents did not know 
about radioactive materials, they required the radiological risk communication. Most residents could not 
relate radiological conditions around themselves to the contents of the radiological risk communication, 
because authorities in Fukushima Prefecture did not conduct individual total dose assessments of 
cesium radionuclides including both external and internal exposure. The aim of this study is to establish 
a radiological risk communication with risk analysis based on individual total radiological dose 
assessments. We conducted a glass badge test for external exposure, whole body counting system (WBC 
system) and a duplicated meal method for internal exposure in 22 subjects (7 households) lived in 
Fukushima Prefecture at the time of this study. The mean dose of total external exposure was 1.3 
mSv/year. Internal exposure of cesium radionuclides by WBC system was not detected in all subjects. 
The maximum internal exposure dose of cesium radionuclides obtained from the duplicated meal 
method was 0.021 mSv/year. The ratio of total external exposure dose to the internal exposure of cesium 
radionuclides was over 50 times. It is unclear that total external exposure doses may vary due to climate 
of the season while internal exposure doses of cesium radionuclides may be affected by seasonal food 
intake. In our conclusion, individual external and internal exposure needs to be followed throughout the 
year to establish the radiological risk communication with risk analysis.  
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4 今後の事業への提言等 

○ 本年度における研究課題の応募の傾向について 

本年度は、新規研究課題に関する公募を行った結果、応募件数がテーマⅡに偏った（24
件/44 件（55%））。逆に、テーマⅠについては、応募件数が少なく、7 件（16％）に過ぎな

かった。採択された研究課題についても、同様の傾向が見られた。また、テーマⅡで採択

された研究課題については、基礎的研究が多く、ヒトを対象とした研究は非常に少ない状

況であった。 
 
○ 行政的課題への対応について 

テーマⅡについては、基礎的研究に偏らず、ヒトを対象とした研究課題の割合も増やし

ていくことがよりヒトへの健康影響の解明を促進することとなり、行政上も重要と考えら

れる。 
また、福島県が行っている県民健康管理調査などの既存の健康管理に関する取り組みに

おいては、様々な課題が浮き彫りになりつつあることから、これらの課題を解決するため

の研究課題も公募する必要がある。 
 
○ 放射線被ばく線量の再構築・評価の重要性について 

将来的には、疫学的調査研究等において健康影響があるかどうかを評価するためには、

環境に放射性物質がどの程度放出されたときにヒトの体内がどの程度ばく露されていたの

か、その関係性を科学的に把握しておくことが非常に重要であることは明白である。した

がって、テーマⅠの応募件数を増やし、線量評価を促進することが求められる。特に、放

射線のばく露を伴う事故等において、どの程度の線量をばく露したのかを検討して、放射

線被ばく線量を再構築、評価することに資する研究課題が求められる。 
 
○ 健康不安への対応に資する研究について 

これまで東京電力福島第一原子力発電所事故による健康不安への対応が行われてきたが、

未だ子どもに対する幅広い影響が注目され、その解消に至っていないのが現状である。こ

うした状況を踏まえて、今後の研究課題の公募では、子どもに対する健康影響に関連する

研究を重視しつつ、住民の健康管理や健康不安解消の取組に関する研究課題を公募する必

要がある。 
特に、テーマⅢにおいては、放射線に対する健康不安の背景や内実に迫り、適切な共考

や対話の展開に資する研究や、多職種が専門分野を横断的にに取り組む健康不安対策につ

いて住民の参加を促しながら総合的かつ客観的に評価する研究が求められるところである。 
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